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「活用（exploitation）」概念と「権能」論

「
活
用
（exploitation

）」
概
念
と
「
権
能
」
論

―
―
Ｐ
Ｆ
Ｉ
に
お
け
る
公
共
施
設
等
運
営
権
を
契
機
と
し
て
―
―片　
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一　

は
じ
め
に

　

筆
者
は
、
二
〇
一
四
年
一
〇
月
に
開
催
さ
れ
た
日
本
私
法
学
会
シ
ン
ポ
ジ
ウ
ム
「
財
の
多
様
化
と
民
法
学
の
課
題
」
に
お
い
て
、

財
の
集
合
的
把
握
と
い
う
限
定
さ
れ
た
視
角
か
ら
で
は
あ
っ
た
が
、
わ
が
国
の
物
権
法
に
お
い
て
、「
活
用
（exploitation

）」
概
念）1
（

を
導
入
す
る
こ
と
の
有
用
性
、
そ
れ
を
保
障
す
る
枠
組
み
と
し
て
「
権
能
」
概
念
を
再
整
理
す
る
こ
と
の
必
要
性
を
説
い
た）2
（

。

　

本
稿
で
は
、
ま
ず
は
、
よ
り
広
い
視
角
か
ら
、
フ
ラ
ン
ス
法
に
お
い
て
「
活
用
（exploitation

）」
概
念
が
ど
の
よ
う
な
局
面
で

用
い
ら
れ
て
い
る
か
を
分
析
し
、
併
せ
て
、「
活
用
（exploitation

）」
概
念
を
物
権
法
（
財
の
法
）
に
取
り
込
む
べ
き
と
の
有
力
学

説
）
3
（

を
紹
介
す
る
。

　

次
い
で
、
わ
が
国
に
目
を
転
じ
て
、
近
時
の
Ｐ
Ｆ
Ｉ
法
改
正
に
よ
り
創
設
さ
れ
た
「
公
共
施
設
等
運
営
権）（
（

」
を
取
り
上
げ
て
、
そ

れ
を
契
機
に
、
一
般
法
で
あ
る
民
法
に
お
い
て
も
物
権
法
の
再
構
成
を
検
討
す
べ
き
と
の
提
言
を
な
し
た
い
と
考
え
て
い
る
。

　

さ
ら
に
、
別
稿
を
草
し
て
、「
財
産
管
理
」
論
の
視
角
か
ら
、「
権
限
」
概
念
と
「
権
能
」
概
念
の
峻
別
を
な
し
、
物
権
法
を
見
直

し
て
、
自
益
型
管
理
の
受
け
皿
と
し
て
、「
活
用
（exploitation

）」
を
目
的
と
し
た
制
限
物
権
・
他
物
権
を
設
け
る
こ
と
が
有
益
で

あ
る
と
の
提
言
を
な
す
予
定
で
あ
る
。

二　

フ
ラ
ン
ス
法
に
お
け
る
「
活
用
（exploitation

）」
概
念

　

フ
ラ
ン
ス
法
に
お
い
て
、「
活
用
（exploitation

）」
概
念
は
、
全
く
新
し
い
概
念
と
い
う
わ
け
で
は
な
く
、
古
く
は
ロ
ー
マ
法
に

お
い
て
、
賃
料
貸
借
（baux à loyer

）
と
活
用
貸
借
（baux dʼexploitation
）
の
区
別
が
存
し
た
と
の
指
摘
が
あ
り）5
（

、
既
に
一
八
〇

四
年
の
フ
ラ
ン
ス
民
法
典
が
、「
用
途
に
よ
る
不
動
産
化
（im

m
obilisation par destination

）」
に
関
す
る
規
定
（
第
五
二
四
条
第
一
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項
）
に
お
い
て
、
同
概
念
を
用
い
て
い
る
。
そ
の
後
、
民
法
典
外
で
は
あ
る
が
、
営
業
財
産
（fonds de com

m
erce

）
な
ど
の
事
業

（
財
産
）
や
知
的
所
有
権
（propriété intellectuelle

）
に
つ
き
、「
活
用
（exploitation

）」
概
念
（
経
営
、
実
施
・
利
用
の
意
）
が
広

く
用
い
ら
れ
て
き
た）（
（

。

　

㈠　
「
活
用
（exploitation

）」
概
念
の
諸
相

（
１
）　

事
業
財
産
と
「
活
用
（exploitation

）」
概
念

　

ア　

用
途
に
よ
る
不
動
産
と
「
活
用
（exploitation

）」
概
念

　

ま
ず
は
、
フ
ラ
ン
ス
民
法
典
（
一
八
〇
四
年
）
に
お
け
る
「
用
途
に
よ
る
不
動
産
化
（im

m
obilisation par destination

）」
を
挙

げ
る
こ
と
が
で
き
る
。
す
な
わ
ち
、
フ
ラ
ン
ス
民
法
典
は
、「
土
地
の
所
有
者
が
そ
の
土
地
の
用
役
（service

）
ま
た
は
活
用

（exploitation

）
（
（

）
の
た
め
に
そ
こ
に
設
置
し
た
動
物
ま
た
は
物
は
、
用
途
に
よ
る
不
動
産
で
あ
る
」（
第
五
二
四
条
第
一
項
）
と
し
、
具

体
的
に
は
、
耕
作
用
の
動
物
、
農
業
用
具
、
圧
搾
機
、
ボ
イ
ラ
ー
、
蒸
溜
器
、
貯
蔵
桶
お
よ
び
樽
な
ど
が
、「
用
途
に
よ
る
不
動
産
」

と
な
る
と
す
る
（
同
条
二
項
）。
こ
れ
ら
の
規
定
は
、
主
と
し
て
、
農
地
（
不
動
産
）
へ
の
事
業
用
固
定
資
産
の
付
加
と
い
う
形
で
農

業
社
会
に
対
応
し
よ
う
と
し
た
も
の
で
あ
る
。
そ
の
後
、
判
例
は
、
造
園
業
に
必
要
な
培
養
土
の
ス
ト
ッ
ク
、
製
造
機
械
、
ブ
ラ
ス

リ
ー
の
樽
な
ど
に
拡
張
し
、
一
九
世
紀
後
半
以
降
の
産
業
社
会
に
も
対
応
し
て
い
る）8
（

。

　
「
用
途
に
よ
る
不
動
産
化
」
は
、「
従
物
の
原
則
（principe de lʼaccessoire

）」
の
発
展
型
で
あ
り
、
法
的
擬
制
（fiction 

juridique

）
に
よ
っ
て
、
動
産
か
ら
不
動
産
へ
の
性
質
の
転
換
ま
で
踏
み
込
ん
だ
も
の
で
あ
る）9
（

。
法
的
テ
ク
ニ
ッ
ク
は
、
次
に
取
り

上
げ
る
「
営
業
財
産
」
と
は
異
な
る
が
、
い
ず
れ
も
「
事
業
の
基
盤
と
な
る
有
形
・
無
形
の
固
定
資
産
の
一
体
的
把
握
」（
い
わ
ば

「
収
益
装
置
と
し
て
の
財
の
集
合
的
把
握
」）
と
い
う
ニ
ー
ズ
に
応
え
る
も
の
で
あ
る）（（
（

。
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イ　

営
業
財
産
（fonds de com

m
erce

）
と
「
活
用
（exploitation

）」
概
念

　

営
業
財
産
（fonds de com

m
erce

）
は
、
一
八
世
紀
に
お
い
て
は
、
単
に
、
商
人
の
有
す
る
商
品
の
集
合
体
を
意
味
す
る
に
過
ぎ

な
か
っ
た
が
、
一
九
世
紀
中
葉
以
降
、
営
業
財
産
の
譲
渡
お
よ
び
担
保
化
が
広
く
行
わ
れ
る
よ
う
に
な
り
、
そ
れ
に
伴
い
営
業
財
産

概
念
に
商
人
の
「
経
営
（exploitation

）」
の
諸
要
素
で
あ
る
顧
客
（clientèle

）、
賃
借
権
（droit au bail

）、
商
聘
（enseigne

）、

商
標
（m

arques
）、
商
品
（m

archandises

）
な
ど
が
包
摂
さ
れ
る
よ
う
に
な
る
。
や
が
て
、
一
九
世
紀
後
半
に
は
、
顧
客
、
賃
借

権
な
ど
の
無
体
的
要
素
を
中
心
と
し
た
、
交
換
価
値
を
有
す
る
一
つ
の
集
合
体
と
し
て
の
営
業
財
産
概
念
が
形
成
さ
れ
、
そ
れ
に
対

応
し
た
法
整
備
が
進
め
ら
れ
た
。
具
体
的
に
は
、
一
八
九
八
年
三
月
一
日
法
は
、
営
業
財
産
質
入
れ
の
第
三
者
対
抗
要
件
と
し
て
、

商
事
裁
判
所
書
記
課
備
え
付
け
の
登
記
簿
（registre

）
へ
の
登
記
（inscription

）
を
要
求
し
、
一
九
〇
九
年
三
月
一
七
日
法
は
、

質
権
の
成
立
要
件
の
明
確
化
（
同
法
第
八
条
、
一
〇
条
）、
質
権
客
体
の
明
確
化
（
第
九
条
）、
登
記
手
続
き
の
整
備
（
第
一
一
条
、
第

一
二
条
）
等
の
措
置
を
定
め
た
（
二
〇
〇
〇
年
新
商
法
L.
第
一
四
二
︲
一
条
～ 

L.
第
一
四
二
︲
五
条）

（（
（

）。
営
業
財
産
の
歴
史
上
の
評
価

（
顧
客
の
保
護
が
自
由
な
競
争
参
入
を
阻
害
す
る
と
の
批
判
な
ど
）
は
別
と
し
て
、
営
業
財
産
の
特
徴
は
、
非
均
質
な
構
成
要
素
に
よ
っ

て
構
成
さ
れ
る
一
つ
の
無
体
財
で
あ
り
、
収
益
装
置
と
し
て
の
固
定
資
産
（
有
体
・
無
体
）
の
集
合
的
把
握
と
い
う
ニ
ー
ズ
に
対
応

し
た
も
の
で
あ
っ
た
と
評
価
で
き
る
。

　

営
業
財
産
は
、「
顧
客
（clientèle

））
（（
（

」（
商
人
か
ら
商
品
供
給
や
サ
ー
ビ
ス
提
供
を
受
け
る
人
の
集
合
）
が
存
在
し
、
か
つ
「
経
営

（exploitation

）」
が
商
行
為
と
し
て
の
性
質
を
有
し
て
い
る
こ
と
が
前
提
と
さ
れ
る）（（
（

。
経
営
に
は
営
業
財
産
の
所
有
者
自
身
が
行
う

「
個
人
経
営
」（exploitation personnelle

）
の
場
合
と
、
他
人
の
「
管
理
（gérance

）」
に
委
ね
る
場
合
と
が
あ
る）（（
（

。
後
者
に
つ
い

て
は
、
後
述
す
る
よ
う
に
様
々
な
形
態
が
想
定
さ
れ
る
が
、
商
法
典
は
、
そ
の
う
ち
も
っ
と
も
頻
繁
に
行
わ
れ
る
管
理
賃
貸
借

（location-gérance

）
に
関
す
る
規
定
を
置
い
て
い
る
（
商
法
典
L.
第
一
四
四
︲
一
条
以
下
）。

　

な
お
、
二
〇
世
紀
末
に
は
、
事
業
財
産
（fonds

）
が
拡
大
し
、
判
例
に
よ
っ
て
、「
自
由
業
財
産
（fonds libéral

）」
が
承
認
さ
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れ
る
よ
う
に
な
る
。
専
門
家
と
顧
客
（
ク
ラ
イ
ア
ン
ト
）
と
の
関
係
（
特
に
弁
護
士
、
医
者
等
の
自
由
業
）
は intuitu personae 

で

あ
る
の
で
、
判
例
は
長
ら
く
、
自
由
業
の
顧
客
（clientèles

）
は
取
引
外
と
し
て
き
た
が
、
次
第
に
禁
止
を
緩
和
し
、
承
継
者
に
顧

客
を
紹
介
す
る
約
束
、
場
所
と
設
備
を
譲
渡
す
る
約
束
、
競
業
を
避
止
す
る
約
束
を
有
効
と
し
た）（（
（

。
そ
の
他
、
事
業
財
産
（fonds

）

と
し
て
は
、
手
工
業
財
産
（fonds artisanal

）、
農
業
財
産
（fonds agricole

）
な
ど
が
あ
る）（（
（

。
そ
れ
で
は
次
に
、
農
業
財
産
の
前

提
と
な
る
「
農
業
経
営
（exploitation agricole

）」
概
念
を
取
り
上
げ
る
。

　

ウ　
「
農
業
経
営
（exploitation agricole

）」
概
念

　

農
漁
業
法
典
（Code rural et de la pêche m

aritim
e

）
は
、
立
法
編
の
第
三
章
を
「
農
業
経
営
（exploitation agricole

）」
に

充
て
て
い
る
（
同
法
典
L.
第
三
一
一
︲
一
条
～
三
七
三
︲
六
条
）。

　

植
物
ま
た
は
動
物
の
生
物
学
的
循
環
の
所
有
（m

aîtrise

）
お
よ
び
経
営
（exploitation

）
に
関
連
し
、
か
つ
、
そ
の
循
環
の
展
開

に
不
可
欠
の
一
つ
な
い
し
複
数
の
段
階
を
構
成
す
る
す
べ
て
の
活
動
、
お
よ
び
、
農
業
経
営
者
（exploitant agricole

）
に
よ
っ
て

な
さ
れ
る
、
生
産
活
動
の
延
長
、
ま
た
は
経
営
を
補
助
す
る
活
動
は
、
農
業
活
動
（activités agricoles

）
と
み
な
さ
れ
る
（
同
法
典

L.
第
三
一
一
︲
一
条
第
一
項
）。

　

農
業
経
営
代
表
（chef dʼexploitation agricole

）
が
登
記
さ
れ
た
農
業
財
産
登
録
簿
（registre des actifs agricoles

）
を
調
製

し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
（
同
法
典
L.
第
三
一
一
︲
二
条
第
一
項
）。
経
営
者
は
、
農
業
活
動
に
際
し
て
活
用
さ
れ
る
事
業
財
産
（「
農
業

財
産
（fonds agricole

）」
と
呼
ば
れ
る
）
を
組
成
し
（
同
法
典
L.
第
三
一
一
︲
三
条
第
一
項
）、
そ
れ
に
農
業
財
産
質
権

（nantissem
ent du fonds agricole

）
を
設
定
す
る
こ
と
が
で
き
る
（
同
条
第
二
項
）。
質
権
は
、
家
畜
（cheptel m

ort et vif

）、
在

庫
（stocks

）、
事
業
財
産
の
活
用
に
供
さ
れ
る
譲
渡
可
能
な
契
約
お
よ
び
無
体
的
権
利
、
な
ら
び
に
招
聘
（enseigne

）、
経
営
称
号

（nom
 dʼexploitation

）、
通
称
（dénom

ination

）、
顧
客
（clientèle

）、
特
許
（brevets

）
お
よ
び
そ
の
他
の
関
連
す
る
知
的
所
有

権
に
及
ぶ
（
同
条
第
三
項）

（（
（

）。
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（
２
）　

知
的
所
有
権
と
「
活
用
（exploitation

）」
概
念

　

知
的
所
有
権
に
関
し
て
も
、
広
く
「
活
用
（exploitation

）」
概
念
が
用
い
ら
れ
て
い
る
。
た
と
え
ば
、
著
作
権
に
つ
い
て
は
、

知
的
所
有
権
法
典
（Code de la propriété intellectuelle

）
の
第
一
部
「
文
学
的
お
よ
び
美
術
的
所
有
権
」、
第
一
章
「
著
作
権
」

の
第
二
節
「
著
作
者
の
権
利
」
に
お
い
て
、
著
作
者
が
「
排
他
的
利
用
権
（droit exclusif dʼexploiter

）」
を
享
受
す
る
と
の
規
定

（
同
法
典
L.
第
一
二
三
︲
一
条
第
一
項
）
を
置
き
、
第
三
節
を
「
権
利
の
利
用
（Exploitation des droits

）」
に
充
て
て
い
る
（
同
法
典

L.
第
一
三
一
︲
一
条
以
下
）。
ま
た
、
特
許
権
に
つ
い
て
は
、
第
二
部
「
産
業
的
所
有
権
」、
第
六
章
「
発
明
お
よ
び
技
術
的
知
見
の

保
護
」、
第
一
節
「
発
明
特
許
権
」、
第
三
款
「
特
許
権
に
結
び
つ
け
ら
れ
た
権
利
」
の
第
一
項
を
「
排
他
的
実
施
権
（droit 

exclusif dʼexploitation
）」
に
充
て
て
い
る
（
同
法
典
L.
第
六
一
一
︲
一
条
、
L.
第
六
一
三
︲
一
条
以
下
）。

　

知
的
財
産
権
の
法
的
性
質
を
め
ぐ
っ
て
は
、
法
典
が
「
知
的
所
有
権
（propriété intellectuelle

）」
と
の
呼
称
を
用
い
て
い
る
に

も
か
か
わ
ら
ず
、
有
体
物
所
有
権
と
同
様
の
「
所
有
権
」
と
構
成
す
る
こ
と
に
批
判
が
あ
り
、
論
争
が
繰
り
返
さ
れ
て
き
た
と
こ
ろ

で
あ
る
が）（（
（

、
近
時
の
学
説
は
、
知
的
財
産
権
は
、
物
権
・
債
権
の
い
ず
れ
に
も
属
さ
な
い
第
三
の
独
自
の
カ
テ
ゴ
リ
（sui generis

）

を
構
成
す
る
と
し
、
様
々
な
知
的
財
産
権
か
ら
抽
出
さ
れ
る
共
通
の
性
質
と
し
て
、「
活
用
の
独
占
（m

onopole dʼexploitation

）」

と
い
う
側
面
が
あ
る
こ
と
を
指
摘
す
る
も
の
が
有
力
で
あ
る）（（
（

。

　

か
か
る
視
角
を
明
確
に
打
ち
出
し
た
の
は
、
ル
ビ
エ
（Roubier

）
で
あ
る
。
ル
ビ
エ
に
よ
れ
ば
、
所
有
権
や
債
権
が
、
既
に
取

得
さ
れ
た
権
利
と
し
て
、
法
的
静
態
（statique juridique
）
に
分
類
さ
れ
る
の
に
対
し
て
、
知
的
財
産
権
は
、
活
用

（exploitation

）
に
よ
っ
て
は
じ
め
て
価
値
（valeur

）
が
生
み
出
さ
れ
る
容
仮
的
な
も
の
と
し
て
、
法
的
動
態
（dynam

ique 

juridique

）
に
位
置
づ
け
ら
れ
る
。
活
用
に
結
び
つ
け
ら
れ
た
価
値
は
、
最
終
的
に
は
、
顧
客
（clientèle

）
か
ら
生
み
出
さ
れ
る）（（
（

。

知
的
財
産
権
の
共
通
的
性
格
を
「
顧
客
権
（droits de clientèle

）」
と
呼
ぶ
べ
き
か
否
か
は
別
と
し
て
、
ル
ビ
エ
の
見
解
の
中
心
に

「
活
用
（exploitation

）」
が
あ
る
こ
と
は
明
ら
か
で
あ
る）（（
（

。
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ま
た
、
近
時
は
、
知
的
所
有
権
の
目
的
（finalité

）
と
し
て
、「
保
護
す
る
こ
と
（protéger

）」、「
活
用
す
る
こ
と
（exploiter

）」

お
よ
び
「
革
新
す
る
こ
と
（innover

）」
の
三
点
を
挙
げ
て
、「
活
用
す
る
こ
と
（exploiter

）」
に
つ
い
て
は
、
そ
の
手
段
は
契
約

で
あ
る
と
し
て
、「
活
用
契
約
の
一
般
理
論
（théorie générale des contrats dʼexploitation

）」
の
定
立
を
提
言
す
る
も
の
も
存
す

る
）
（（
（

。
（
３
）　

小
括

　

フ
ラ
ン
ス
に
お
け
る
「
活
用
（exploitation

）」
概
念
の
展
開
は
、「
無
体
財
産
（biens incorporels

）」
論
の
そ
れ
と
軌
を
一
に

し
て
い
る
。
一
九
三
〇
年
代
、
ヴ
ォ
ワ
ラ
ン
（V

oirin

）
お
よ
び
ル
ビ
エ
の
論
文
に
お
い
て
確
立
さ
れ
た
無
体
財
産
権
の
二
大
領
域

は
、
営
業
財
産
（fonds de com

m
erce

）
お
よ
び
知
的
財
産
権
（droits intellectuels

）
で
あ
り
、
前
者
す
な
わ
ち
包
括
財
産

（fonds

）
の
本
質
を
顧
客
（clientèle

）
と
と
ら
え
る
な
ら
ば
、「
顧
客
へ
の
権
利
（droit à la clientèle

）」
と
「
知
的
財
産
権
」
と

言
い
換
え
る
こ
と
も
で
き
る）（（
（

。
そ
の
分
析
視
角
は
そ
の
後
、
フ
ラ
ン
ス
に
お
け
る
「
財
の
法
（droit des biens

）」
の
一
つ
の
支
柱

と
し
て
、
今
日
ま
で
承
継
さ
れ
て
い
る
と
い
っ
て
も
過
言
で
は
な
い）（（
（

。

　

わ
が
国
の
法
律
学
に
お
い
て
は
、
接
点
を
持
つ
こ
と
す
ら
な
か
っ
た
こ
の
二
つ
の
領
域
が
、
フ
ラ
ン
ス
法
に
お
い
て
同
一
の
俎
上

に
載
せ
ら
れ
て
論
じ
ら
れ
て
き
た
こ
と
の
意
義
を
再
考
す
べ
き
で
あ
ろ
う
。
そ
れ
は
、
ま
ず
は
、
物
＝
有
体
物
法
制
と
い
う
閉
鎖
的

な
体
系
を
採
用
し
た
わ
が
国
の
物
権
法
と
対
比
す
る
な
ら
ば
、
フ
ラ
ン
ス
法
が
、「
物
」
を
有
体
物
に
限
定
せ
ず
に
、「
動
産
」
を
開

か
れ
た
カ
テ
ゴ
リ
と
し
て
、
新
た
な
財
で
あ
る
「
無
体
財
」
を
取
り
込
み
、「
財
の
法
」
を
構
築
し
て
き
た
と
い
う
こ
と
に
あ
る
が）（（
（

、

次
い
で
、
そ
れ
で
は
な
ぜ
、「
包
括
財
産
」
と
「
知
的
財
産
」
が
、
そ
の
開
か
れ
た
カ
テ
ゴ
リ
に
、
二
大
領
域
と
し
て
取
り
込
ま
れ

る
こ
と
に
な
っ
た
の
か
、
そ
の
点
を
解
明
す
る
必
要
が
あ
ろ
う
。
そ
も
そ
も
、
構
成
要
素
た
る
個
別
の
財
が
存
在
す
る
「
包
括
財

産
」
や
、
形
が
な
く
五
感
で
感
得
で
き
な
い
「
知
的
財
産
」
を
、
敢
え
て
「
財
」
と
し
て
取
り
込
む
意
味
は
ど
こ
に
あ
る
の
か
。
そ
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れ
が
ま
さ
し
く
「
活
用
（exploitation

）」
概
念
な
の
で
あ
る
。
法
主
体
が
、「
活
用
」
行
為
す
な
わ
ち
法
主
体
の
積
極
的
な
行
為
に

よ
っ
て
、
収
益
等
の
利
益
享
受
を
得
る
、
そ
の
枠
（
単
位
）
が
「
包
括
財
産
」
や
「
知
的
財
産
」
だ
と
い
う
こ
と
が
で
き
る）（（
（

。
こ
の

メ
カ
ニ
ズ
ム
は
、
実
は
、
有
体
物
に
も
内
在
す
る
が
、
有
体
物
は
「
活
用
」
の
対
象
で
な
く
て
も
、
た
だ
「
持
っ
て
い
る
」
と
い
う

こ
と
に
存
在
意
義
が
あ
り
、
そ
の
静
的
な
状
態
を
含
め
て
、
法
的
保
障
を
「
所
有
権
」
概
念
が
一
手
に
担
っ
て
い
る
。
こ
れ
に
対
し

て
、
無
体
財
は
、
主
体
の
積
極
的
な
行
為
で
あ
る
「
活
用
」
を
前
提
と
し
て
、
は
じ
め
て
法
的
に
「
財
」
を
観
念
す
る
意
味
が
出
て

く
る
の
で
あ
っ
て
、
人
の
活
用
行
為
か
ら
独
立
し
て
「
財
」
が
存
在
す
る
と
観
念
す
る
必
要
は
な
い）（（
（

。
逆
に
、
我
々
の
経
済
社
会
や

取
引
社
会
が
、
法
主
体
の
「
活
用
（exploitation

）」
に
よ
っ
て
成
り
立
っ
て
い
る
と
考
え
ら
れ
る
な
ら
ば
、
有
体
物
か
無
体
物
か

と
い
う
物
（
媒
体
）
の
区
別
自
体
に
あ
ま
り
重
要
な
意
味
は
な
く
、
価
値
や
効
用
を
引
き
出
す
「
活
用
」
行
為
や
利
益
享
受
の
枠

（
単
位
）
に
つ
い
て
「
財
」
を
観
念
す
る
方
が
む
し
ろ
適
合
的
だ
と
い
う
こ
と
に
な
ろ
う）（（
（

。

　

㈡　
「
活
用
（exploitation

）」
概
念
と
そ
の
法
的
保
障

　

そ
れ
で
は
、
財
の
「
活
用
（exploitation
）」
の
法
的
な
保
障
は
ど
の
よ
う
な
法
形
式
に
よ
っ
て
実
現
さ
れ
る
か
。
財
の
名
義
人

（
所
有
者
そ
の
他
の
権
利
者
）
が
、
自
ら
「
活
用
」
を
な
す
場
合
、
そ
の
法
的
な
保
障
は
、
所
有
権
等
の
支
配
権
の
権
能
（
古
典
的
に

は
、
使
用
、
収
益
お
よ
び
処
分
（lʼusus, le fructus et lʼabusus

）
の
三
分
類
）
お
よ
び
そ
の
行
使
（
保
存
・
管
理
・
処
分
行
為
）
に
よ
っ

て
実
現
さ
れ
る
。
こ
れ
に
対
し
て
、
問
題
と
な
る
の
は
、
他
人
の
物
を
「
活
用
」
す
る
場
合
で
あ
る
。
名
義
人
（
所
有
者
）
と
の
契

約
（
活
用
契
約
）
に
よ
る
場
合
が
多
い
で
あ
ろ
う
が
、「
活
用
」
を
目
的
と
し
た
物
権
（
制
限
物
権
・
他
物
権
）
を
創
設
す
る
こ
と
に

も
メ
リ
ッ
ト
が
想
定
さ
れ
る
。

（
１
）　
「
活
用
（exploitation

）」
概
念
と
契
約
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ア　

知
的
所
有
権
に
お
け
る
活
用
契
約
（contrats dʼexploitation

）

　

知
的
所
有
権
は
、
そ
の
名
義
人
に
対
し
て
「
排
他
的
活
用
権
（droit exclusif dʼexploitation

）」
を
付
与
す
る
が
（
著
作
権
に
つ

い
て
知
的
所
有
権
法
典
L.
一
二
三
︲
一
条
、
特
許
に
つ
い
て
同
法
典
L.
六
一
一
︲
一
条
参
照
）、
そ
の
「
活
用
」
は
、
通
常
、「
契
約
」
に

よ
っ
て
実
現
さ
れ
る
。
実
務
で
は
、
大
別
す
る
と
「
譲
渡
契
約
（la cession

）」、「
ラ
イ
セ
ン
ス
契
約
（la concession de licence

）」、

「
集
合
的
活
用
ま
た
は
管
理
（lʼexploitation ou la gestion collective

）」
ま
た
は
「
組
合
契
約
（contrat de société

）」
な
ど
に
分

類
す
る
こ
と
が
で
き
る
、
様
々
な
種
類
の
「
活
用
契
約
（contrats dʼexploitation

）」
が
選
択
肢
と
し
て
与
え
ら
れ
て
い
る）（（
（

。

　

イ　

財
産
管
理
契
約

　

キ
ュ
イ
フ
（Cuif

）
は
、
財
の
管
理
（gestion des biens

）
と
い
う
視
角
か
ら
、
財
産
管
理
は
、
今
日
、
財
産
の
単
な
る
消
極
的

な
使
用
収
益
（sim

ple usage passif
）
に
止
ま
ら
ず
、
多
様
な
内
容
を
持
つ
と
の
理
解
を
前
提
に
、
管
理
契
約
と
し
て
、「
活
用
管

理
契
約
（contrat de gestion dʼexploitation
）」
と
「
運
用
管
理
契
約
（contrat de gestion valorisation

）」
の
二
つ
の
カ
テ
ゴ
リ

を
提
示
す
る
。
具
体
的
に
は
、
前
者
と
し
て
は
、
会
社
の
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
、
ホ
テ
ル
等
の
事
業
、
船
舶
の
管
理
、
公
共
サ
ー
ビ
ス

（
水
道
供
給
、
交
通
サ
ー
ビ
ス
な
ど
）
の
管
理
契
約
が
想
定
さ
れ
て
い
る
。
管
理
者
は
、
企
業
（entreprise

）
す
な
わ
ち
経
営
の
た
め

の
物
的
か
つ
人
的
資
源
の
総
体
を
引
き
受
け
る
。
後
者
と
し
て
は
、
有
価
証
券
や
金
融
手
段
の
運
用
、
知
的
所
有
権
（
特
に
著
作
権
）

の
独
占
利
用
・
実
施
、
金
銭
、
退
職
年
金
基
金
の
投
資
が
挙
げ
ら
れ
る）（（
（

。

　

キ
ュ
イ
フ
に
よ
れ
ば
、
管
理
契
約
は
、「
被
管
理
者
（géré
）
と
呼
ば
れ
る
者
が
、
そ
の
一
つ
ま
た
は
複
数
の
財
を
、
管
理
者

（gestionnaire

）
と
呼
ば
れ
る
他
の
者
の
処
分
に
委
ね
、
被
管
理
者
の
計
算
に
お
い
て
、
あ
ら
ゆ
る
法
律
上
の
ま
た
は
事
実
上
の
行

為
を
な
す
権
限
（pouvoir

）
を
管
理
者
に
付
与
す
る
こ
と
に
よ
っ
て
、
財
の
価
値
増
殖
（valorisation

）
の
目
的
に
お
い
て
管
理
行

為
を
行
う
こ
と
を
管
理
者
に
義
務
づ
け
る
契
約
」
と
定
義
さ
れ
る）（（
（

。
管
理
義
務
を
負
わ
せ
る
点
で
債
権
契
約
が
想
定
さ
れ
て
い
る
。

　

実
務
に
お
い
て
、
管
理
契
約
は
多
く
の
領
域
を
カ
バ
ー
す
る
。
た
と
え
ば
フ
ラ
ン
ス
に
お
け
る
営
業
財
産
の
活
用
（
経
営
）
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（lʼexploitation du fonds de com
m

erce

）
の
管
理
に
つ
い
て
は
、
管
理
者
の
自
律
の
程
度
に
応
じ
て
、
雇
用
契
約
に
基
づ
く
雇
用

管
理
者
（gérant salarié

）、
委
任
契
約
に
基
づ
く
支
店
受
託
管
理
者
（gérant m
andataire de succursale

）、
管
理
賃
貸
借
契
約

に
基
づ
く
賃
借
管
理
者
（locataire-gérant

）
に
区
分
さ
れ
る
。
賃
借
管
理
者
は
、
自
由
管
理
者
（gérant libre

）
と
も
呼
ば
れ
、

自
身
の
名
義
か
つ
計
算
で
、
自
身
の
リ
ス
ク
に
お
い
て
営
業
を
な
し
、
所
有
者
に
使
用
料
（redevance

）
を
支
払
う）（（
（

。

　

わ
が
国
で
は
、
財
産
管
理
に
関
す
る
契
約
は
、
委
任
な
い
し
準
委
任
契
約
と
し
て
法
的
性
質
決
定
さ
れ
て
き
た
が
、
フ
ラ
ン
ス
で

は
、
典
型
契
約
と
し
て
は
、
雇
用
、
委
任
ま
た
は
賃
貸
借
を
基
本
と
し
た
管
理
契
約
の
類
型
が
想
定
さ
れ
て
い
る
。

（
２
）　
「
活
用
（exploitation
）」
概
念
と
財
の
法
（droit des biens

）

　

フ
ラ
ン
ス
で
は
、
伝
統
的
に
、
一
方
で
は
、
所
有
権
の
権
能
（des attributs ou des prérogatives

）
は
、
使
用
、
収
益
お
よ
び

処
分
（lʼusus, le fructus et lʼabusus
）
で
あ
る
と
さ
れ）（（
（

、
他
方
で
は
、
そ
の
権
能
の
行
使
と
し
て
保
存
行
為
、
管
理
行
為
お
よ
び
処

分
行
為
（lʼacte conservatoire, lʼacte dʼadm

inistration et lʼacte de disposition

）
の
三
つ
の
行
為
の
類
型
を
区
別
す
る
。
こ
の

中
で
、「
管
理
行
為
」
は
、
財
の
日
常
的
な
管
理
（la gestion courante

）
に
必
要
な
行
為
で
あ
り
、
元
本
と
し
て
価
値
（la valeur 

en capital

）
を
損
な
う
こ
と
な
く
収
益
を
得
る
行
為
と
定
義
さ
れ
、「
処
分
行
為
」
す
な
わ
ち
物
の
本
質
や
存
在
を
損
な
う
物
理
的

行
為
や
物
の
譲
渡
・
移
転
を
構
成
す
る
法
律
行
為
と
区
別
さ
れ
て
き
た）（（
（

。
こ
の
区
別
を
前
提
と
し
た
「
管
理
行
為
」
概
念
は
、
ボ
ワ

ソ
ナ
ー
ド）（（
（

を
経
由
し
て
、
現
行
民
法）（（
（

に
も
継
受
さ
れ
て
い
る）（（
（

。

　

原
則
と
し
て
、
行
為
の
概
念
は
所
有
権
者
の
権
能
の
概
念
に
対
応
し
た
も
の
で
、
使
用
・
収
益
は
管
理
行
為
に
、
処
分
は
処
分
行

為
に
対
応
し
て
い
る
が
、
こ
の
行
為
の
重
大
性
に
よ
る
区
別
は
、
古
く
か
ら
批
判
が
な
さ
れ
、
管
理
行
為
と
処
分
行
為
の
区
別
は
困

難
で
あ
る
と
い
わ
れ
て
き
た）（（
（

。

　

そ
れ
で
は
、「
活
用
（exploitation

）」
概
念
が
広
く
承
認
さ
れ
て
き
た
今
日
、
所
有
権
の
「
権
能
」
論
や
そ
れ
に
対
応
し
た
「
行
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為
」
論
は
ど
う
あ
る
べ
き
か
。
こ
の
点
は
フ
ラ
ン
ス
に
お
い
て
も
必
ず
し
も
明
確
に
意
識
さ
れ
て
い
る
わ
け
で
は
な
い
が
、
た
と
え

ば
、
カ
ル
ボ
ニ
エ
（Carbonnier

）
は
、
集
合
体
（m

asse

）
と
し
て
の
有
価
証
券
（valeurs m

obilières

）
に
つ
い
て
、
個
々
の
財

産
の
維
持
で
は
な
く
、
集
合
体
の
金
銭
的
価
値
の
確
保
が
重
要
で
あ
る
の
で
、
管
理
行
為
と
は
、
資
産
の
価
値
を
実
現
す
る
行
為
お

よ
び
通
常
の
活
用
行
為
（acte de m

ise en valeur et dʼexploitation norm
al du patrim

oine

）
を
指
す
と
し
て
、「
通
常
の
活
用

（exploitation norm
al

）」
と
い
う
指
標
を
提
示
し
て
い
る）（（
（

。
こ
こ
で
は
、
そ
れ
が
反
映
し
て
い
る
共
有
（
不
分
割
）
規
定
の
改
正
と
、

「
権
能
」
の
従
前
の
三
分
類
の
見
直
し
を
主
張
す
る
有
力
説
を
紹
介
す
る
。

　

ア　

不
分
割
（indivision
）
規
定
と
「
活
用
（exploitation

）」
概
念

　

フ
ラ
ン
ス
民
法
典
は
、
原
始
規
定
以
来
、
相
続
財
産
に
つ
き
、
い
つ
で
も
分
割
請
求
が
で
き
る
こ
と
を
原
則
と
し
て
き
た
が
（
民

法
典
（
旧
）
第
八
一
五
条
第
一
項
）、
一
九
三
八
年
六
月
一
七
日
デ
ク
レ
＝
ロ
ワ
に
よ
り
、「
農
業
経
営
（exploitation agricole

）」
を

構
成
す
る
不
動
産
に
つ
い
て
、
不
分
割
の
強
制
的
な
維
持
（m

aintien forcée de lʼindivision

）
が
志
向
さ
れ
る
こ
と
と
な
っ
た
。

そ
の
後
、
一
九
四
三
年
一
月
一
五
日
法
に
よ
り
、
不
分
割
の
維
持
が
命
じ
ら
れ
る
「
農
業
経
営
（exploitation agricole

）」
に
つ
き
、

「
少
な
く
と
も
一
人
な
い
し
二
人
の
国
内
永
住
者
に
よ
っ
て
農
家
の
生
計
が
確
保
さ
れ
、
か
つ
、
そ
の
農
家
に
よ
っ
て
実
施
さ
れ
得

る
、
耕
作
地
お
よ
び
そ
れ
を
構
成
す
る
動
産
や
不
動
産
の
構
成
要
素
か
ら
な
る
経
済
的
一
体
性
（unité économ

ique

）
が
保
持
さ

れ
た
経
営
」
と
の
新
た
な
定
義
が
与
え
ら
れ
た
。
そ
れ
を
受
け
て
、
一
九
七
六
年
一
二
月
三
一
日
法
は
、
第
八
一
五
︲
一
条
に
、

「
経
済
的
一
体
性
を
保
持
し
、
か
つ
相
続
人
ま
た
は
そ
の
配
偶
者
に
よ
り
実
施
が
保
障
さ
れ
て
い
た
農
業
経
営
」
は
不
分
割
が
維
持

さ
れ
る
と
の
規
定
を
置
い
た）（（
（

。
ち
な
み
に
、
二
〇
〇
六
年
六
月
二
三
日
法
に
よ
る
現
行
規
定
で
は
、
不
分
割
の
維
持
は
、
合
意
に
委

ね
ら
れ
て
い
る
（
民
法
典
第
八
一
五
︲
一
条
）。

　

な
お
、
一
九
七
六
年
一
二
月
三
一
日
法
は
、
不
分
割
財
（biens indivis :

共
有
財
産
）
に
関
す
る
不
分
割
者
（indivisaires : 

共
有

者
）
の
行
為
に
つ
き
、
管
理
お
よ
び
処
分
行
為
（les actes dʼadm

inistration et de disposition

）
は
全
員
の
同
意
が
必
要
で
あ
る
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が
、
そ
の
う
ち
の
一
人
ま
た
は
数
人
に
管
理
一
般
委
任
（m

andat général dʼadm
inistration

）
を
な
す
こ
と
が
で
き
る
と
し
つ
つ
、

不
分
割
財
の
「
通
常
の
活
用
（exploitation norm

ale

）」
に
属
さ
な
い
す
べ
て
の
行
為
な
ら
び
に
賃
貸
借
の
締
結
お
よ
び
更
新
に
つ

い
て
は
、
特
別
委
任
（m

andat spécial

）
が
必
要
で
あ
る
と
の
規
定
を
設
け
て
い
る
（
民
法
典
（
旧
）
第
八
一
五
︲
三
条
第
一
項
）。

ち
な
み
に
、
二
〇
〇
六
年
六
月
二
三
日
法
に
よ
る
現
行
規
定
は
、
一
方
で
は
、
第
八
一
五
︲
三
条
第
一
項
に
お
い
て
、
不
分
割
者

（
共
有
者
）
は
、
三
分
の
二
の
多
数
で
、
不
分
割
財
の
管
理
行
為
（actes dʼadm

inistration

）
を
な
す
こ
と
（
第
一
号
）、
一
人
も
し

く
は
複
数
の
不
分
割
者
ま
た
は
第
三
者
に
一
般
管
理
委
任
を
付
与
す
る
こ
と
（
第
二
号
）、
不
分
割
財
の
債
務
ま
た
は
負
担
を
支
払

う
た
め
に
不
分
割
動
産
を
売
却
す
る
こ
と
（
第
三
号
）、
農
業
、
商
業
、
製
造
業
ま
た
は
手
工
業
用
の
不
動
産
を
対
象
と
す
る
以
外

の
賃
貸
借
を
締
結
ま
た
は
更
新
す
る
こ
と
（
第
四
号
）
を
な
す
こ
と
が
で
き
る
と
し
、
他
方
で
は
、
同
条
第
二
項
に
お
い
て
、
不
分

割
財
の
「
通
常
の
活
用
（exploitation norm

ale

）」
の
範
囲
に
属
さ
な
い
す
べ
て
の
行
為
お
よ
び
第
三
号
に
規
定
さ
れ
た
以
外
の
処

分
行
為
（acte de disposition

）
を
な
す
に
は
、
全
員
の
同
意
が
必
要
で
あ
る
と
規
定
し
て
い
る
。

　

ま
た
、
不
分
割
者
（
共
有
者
）
間
で
不
分
割
の
合
意
が
な
さ
れ
た
場
合
（
民
法
典
第
一
八
七
三
︲
二
条
第
一
項
）、
管
理
者
（gérant

）

は
、
不
分
割
財
産
（indivision

）
を
管
理
し
（adm

inistrer

）、
そ
の
た
め
に
夫
婦
共
通
財
産
に
つ
き
一
方
の
配
偶
者
に
与
え
ら
れ
る

と
同
様
の
権
限
（pouvoirs

）
を
行
使
す
る
が
、
不
分
割
財
の
「
通
常
の
活
用
（exploitation norm

ale

）」
に
必
要
な
範
囲
で
あ
る

か
、
ま
た
は
、
保
存
が
困
難
な
物
も
し
く
は
損
耗
し
や
す
い
物
で
な
け
れ
ば
、
有
体
動
産
を
処
分
す
る
こ
と
は
で
き
な
い
と
の
規
定

を
置
い
て
い
る
（
同
第
一
八
七
三
︲
六
条
第
二
項
）。

　

一
九
七
六
年
改
革
に
よ
り
導
入
さ
れ
、
二
〇
〇
六
年
法
に
よ
っ
て
承
継
さ
れ
た
「
通
常
の
活
用
（exploitation norm

ale

）」
概
念

は
、
古
典
的
な
「
管
理
行
為
（acte dʼadm

inistration

）」
概
念
を
、
経
済
的
な
意
味
で
再
定
立
し
た
も
の
（reform

ulation 

économ
ique

）
で
あ
り
、
一
般
委
任
で
は
管
理
行
為
（acte dʼadm

inistration

）
し
か
な
し
得
ず
、
処
分
行
為
（acte de 

disposition

）
を
な
す
に
は
特
別
委
任
が
必
要
で
あ
る
と
の
原
則
（
民
法
典
第
一
九
八
八
条
）
が
あ
る
の
で
、
他
人
の
財
産
の
管
理
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（gestion des biens dʼautrui

）
に
お
い
て
は
、
こ
の
新
し
い
基
準
が
妥
当
で
あ
る
と
の
分
析
が
な
さ
れ
て
い
る）（（
（

。

　

イ　
「
利
益
享
受
（jouissance

）」
の
二
分
論

　

ル
・
フ
ュ
ー
ル
（Le Fur

）
は
、
財
の
法
（droit des biens

）
の
基
本
概
念
、
す
な
わ
ち
所
有
権
の
権
能
の
三
分
類
（usus, 

fructus, abusus
）
や
そ
の
権
能
の
行
使
と
し
て
の
行
為
の
三
分
類
（
保
存
、
管
理
お
よ
び
処
分
行
為
）
に
よ
っ
て
は
、「
活
用

（exploitation

）」
に
つ
き
、「
活
用
権
者
（exploitant

）」
の
権
能
を
十
分
に
説
明
で
き
な
い
と
批
判
し）（（
（

、
財
の
法
（
物
権
法
）
に
お

け
る
「
活
用
行
為
」
の
再
定
位
を
主
張
す
る）（（
（

。
そ
れ
に
よ
る
と
、
フ
ラ
ン
ス
民
法
典
第
五
四
四
条
が
規
定
す
る
「
利
益
享
受
権

（droit de jouissance

）」
は
、
所
有
権
の
権
能
の
う
ち
使
用
（usus

）
お
よ
び
収
益
（fructus

）
を
包
含
し
た
概
念
と
さ
れ
て
き
た

が
、
こ
の
「
利
益
享
受
権
」
に
つ
い
て
は
、「
消
極
的
利
益
享
受
権
（droit de jouissance passive

）」
と
「
積
極
的
利
益
享
受
権

（droit de jouissance active

）」
の
二
つ
の
レ
ベ
ル
を
区
別
す
る
べ
き
で
あ
る
と
の
提
言
を
な
し
て
い
る
。
す
な
わ
ち
「
消
極
的
利

益
享
受
権
」
は
、
名
義
人
に
特
別
な
行
為
な
く
し
て
ひ
と
り
で
に
果
実
を
得
る
こ
と
を
可
能
と
す
る
の
に
対
し
て
、「
積
極
的
利
益

享
受
権
」
は
、
労
働
や
ノ
ウ
ハ
ウ
を
用
い
た
資
本
（capital

）
の
活
用
（exploitation

）
か
ら
生
じ
る
産
出
物
（produits

）
と
し
て
、

物
か
ら
富
（richesses

）
を
創
出
す
る
こ
と
を
可
能
と
す
る
と
い
う）（（
（

。

　

そ
の
上
で
、
今
日
の
経
済
活
動
と
し
て
行
わ
れ
て
い
る
「
他
人
の
物
の
活
用
（lʼexploitation de la chose dʼautrui

）」
に
関
し

て
は
、
管
理
行
為
と
処
分
行
為
の
区
別
や
物
権
と
債
権
の
区
別
な
ど
従
前
の
財
の
法
（
物
権
法
）
の
古
典
的
な
区
分
で
は
不
十
分
で
、

「
活
用
（exploitation

）」
概
念
に
対
応
し
た
規
定
を
設
け
る
こ
と
が
必
要
で
あ
る
と
主
張
す
る）（（
（

。

　

ち
な
み
に
、
ケ
ベ
ッ
ク
民
法
典
は
、
他
人
の
財
産
の
管
理
に
つ
い
て
、「
単
純
管
理
（sim

ple adm
inistration

）」
と
「
完
全
管
理

（la pleine adm
inistration

）」
を
区
別
し
て
規
定
し
て
い
る
点
が
注
目
さ
れ
る
が）（（
（

、「
完
全
管
理
」
は
、「exploitation

（
活
用
）」

や
「valorisation

（
運
用
）」
を
想
定
し
た
管
理
で
あ
り
、
ル
・
フ
ュ
ー
ル
の
い
う
「
積
極
的
利
益
享
受
」
に
対
応
し
て
い
る
と
分

析
で
き
る）（（
（

。
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三　
「
活
用
（exploitation

）」
概
念
と
物
権
（
制
限
物
権
・
他
物
権
）

　

財
か
ら
の
効
用
の
享
受
（
利
益
享
受
）
の
法
的
保
障
は
、
専
ら
契
約
（
債
権
契
約
）
に
よ
れ
ば
足
り
、
物
権
（
所
有
権
の
権
能
）
と

し
て
の
保
障
を
論
じ
る
必
要
は
な
い
と
の
考
え
方
は
可
能
で
は
あ
る
。
し
か
し
、
物
権
と
し
て
構
成
す
る
こ
と
の
メ
リ
ッ
ト
と
し
て
、

①
排
他
的
利
益
享
受
の
保
障
、
②
公
示
の
単
一
化
、
③
担
保
権
設
定
の
容
易
化
、
④
物
上
請
求
権
の
容
認
な
ど
が
挙
げ
ら
れ
る）（（
（

。

　

用
益
物
権
構
成
に
よ
り
、「
活
用
（exploitation

）」
権
能
を
保
障
す
る
例
と
し
て
、
フ
ラ
ン
ス
の
用
益
権
が
あ
る
。

　

わ
が
国
で
は
、
旧
民
法
か
ら
現
行
民
法
に
至
る
過
程
で
、
用
益
権
は
採
用
さ
れ
な
か
っ
た
が
、「
活
用
（exploitation

）」
権
能
を

「
み
な
し
物
権
」
と
し
て
保
障
す
る
特
別
法
上
の
漁
業
権
や
公
共
施
設
等
運
営
権
が
あ
る
。

　

㈠　

フ
ラ
ン
ス
に
お
け
る
用
益
権
（usufruit

）

　

フ
ラ
ン
ス
に
お
け
る
用
益
権
は
、
所
有
権
の
支
分
権
の
一
つ
で
あ
る
が
、
近
時
、
用
益
権
の
領
域
は
、
無
体
物
（
営
業
財
産
、
有

価
証
券
、
知
的
所
有
権
、
債
権
、
金
銭
）
に
拡
大
し
、
特
に
親
族
間
で
、
財
の
移
転
と
移
転
し
た
財
の
合
理
的
な
管
理
の
維
持
を
同
時

に
実
現
す
る
こ
と
を
可
能
と
す
る
管
理
の
手
段
と
し
て
広
く
用
い
ら
れ
て
い
る）（（
（

。
特
に
、
近
時
の
破
毀
院
判
例）（（
（

は
、
有
価
証
券
ポ
ー

ト
フ
ォ
リ
オ
に
用
益
権
を
設
定
し
、
用
益
権
者
に
ポ
ー
ト
フ
ォ
リ
オ
の
構
成
要
素
で
あ
る
個
々
の
有
価
証
券
を
処
分
す
る
権
能
を
認

め
る
こ
と
に
よ
り
、
運
用
資
産
の
「
動
的
管
理
（gestion dynam

ique

）」
を
可
能
と
し
て
い
る
と
分
析
さ
れ
て
い
る）（（
（

。

　

㈡　

わ
が
国
の
特
別
法
上
の
「
み
な
し
物
権
」

（
１
）　

Ｐ
Ｆ
Ｉ
に
お
け
る
公
共
施
設
等
運
営
権
の
概
要

　
「
民
間
資
金
等
の
活
用
に
よ
る
公
共
施
設
等
の
整
備
等
の
促
進
に
関
す
る
法
律
」（
Ｐ
Ｆ
Ｉ
法
）
の
平
成
二
三
年
改
正
法
（
改
正
Ｐ
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Ｆ
Ｉ
法
）
は
、「
公
共
施
設
等
運
営
権
」
制
度
（
い
わ
ゆ
る
「
コ
ン
セ
ッ
シ
ョ
ン
方
式
」）
を
導
入
し
た
。
周
知
の
よ
う
に
、
Ｐ
Ｆ
Ｉ

（Private Finance Initiative

）
は
、
公
共
事
業
や
公
共
施
設
の
建
設
、
維
持
管
理
、
運
営
等
を
民
間
企
業
に
委
ね
て
、
そ
の
資
金

や
経
営
ノ
ウ
ハ
ウ
を
活
用
す
る
と
い
う
手
法
を
指
す
が
、
従
前
の
ス
キ
ー
ム
に
お
い
て
は
、
公
共
施
設
の
管
理
者
で
あ
る
公
的
主
体

が
、
民
間
事
業
者
に
対
価
を
支
払
う
「
サ
ー
ビ
ス
購
入
型
」
が
多
く
、
建
設
し
た
施
設
の
所
有
権
も
サ
ー
ビ
ス
提
供
期
間
中
は
民
間

事
業
者
が
所
有
す
る
こ
と
が
前
提
と
さ
れ
て
い
た
。
こ
れ
に
対
し
て
改
正
Ｐ
Ｆ
Ｉ
法
に
よ
っ
て
導
入
さ
れ
た
「
コ
ン
セ
ッ
シ
ョ
ン
方

式
」
と
は
、
利
用
料
金
の
徴
収
を
行
う
公
共
施
設
等
に
つ
い
て
、
施
設
の
所
有
権
を
公
的
主
体
に
残
し
た
ま
ま
、
公
共
施
設
等
の
経

営
を
民
間
事
業
者
（
Ｓ
Ｐ
Ｃ
）
が
独
立
採
算
で
行
う
ス
キ
ー
ム
で
あ
り
、
同
方
式
の
導
入
が
期
待
さ
れ
る
対
象
事
業
と
し
て
は
、
上

下
水
道
、
空
港
等
が
想
定
さ
れ
て
い
る）（（
（

。

　

そ
し
て
、
こ
の
コ
ン
セ
ッ
シ
ョ
ン
方
式
の
法
的
な
基
礎
と
な
る
の
が
、「
公
共
施
設
等
運
営
権
」
制
度
で
あ
る）（（
（

。
公
共
施
設
等
運

営
事
業
と
は
、
民
間
事
業
者
が
、「
他
人
」
で
あ
る
公
共
施
設
等
の
管
理
者
等
（
国
や
地
方
公
共
団
体
な
ど
）
が
「
所
有
権
」
を
有
す

る
公
共
施
設
等
に
つ
い
て
、「
運
営
等
」（
運
営
及
び
維
持
管
理
並
び
に
こ
れ
ら
に
関
す
る
企
画）

（（
（

）
を
行
い
、
利
用
料
金
を
自
ら
の
収
入

と
し
て
収
受
す
る
も
の
（
Ｐ
Ｆ
Ｉ
法
第
二
条
第
六
項
）
を
指
し
、
公
共
施
設
等
運
営
事
業
を
実
施
す
る
権
利
を
、「
公
共
施
設
等
運
営

権
」（
同
法
第
二
条
第
七
項
）
と
呼
ぶ
。

　

重
要
な
点
は
、「
公
共
施
設
等
運
営
権
」
が
、
同
法
第
二
四
条
に
よ
り
「
み
な
し
物
権
」
と
性
質
決
定
さ
れ
、
原
則
と
し
て
不
動

産
に
関
す
る
規
定
が
準
用
さ
れ
る
と
い
う
点
で
あ
る）（（
（

。
一
般
に
、
契
約
に
よ
っ
て
権
利
が
発
生
す
る
と
な
る
と
、
当
該
権
利
を
物
権

と
み
な
す
こ
と
が
法
的
に
困
難
と
な
る
の
で
、
運
営
権
の
設
定
と
い
う
設
権
行
為
（
講
学
上
の
特
許
）
に
基
づ
き
施
設
を
運
営
す
る

権
利
が
付
与
さ
れ
る
と
解
さ
れ
て
い
る）（（
（

。
公
共
施
設
等
運
営
権
に
関
す
る
事
項
（
運
営
等
の
内
容
、
存
続
期
間
等
）
は
、
条
例
に
よ
っ

て
定
め
ら
れ
る
「
実
施
方
針
」
の
中
で
明
記
さ
れ
る
（
同
法
第
一
七
条
、
第
一
九
条
）。

　

み
な
し
物
権
と
構
成
す
る
こ
と
の
意
義
は
、
①
運
営
権
を
抵
当
権
の
目
的
を
可
能
と
す
る
こ
と
に
よ
り
（
Ｐ
Ｆ
Ｉ
法
第
二
五
条）（（
（

）、
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金
融
機
関
か
ら
の
資
金
調
達
の
円
滑
化
を
図
る
こ
と
、
②
運
営
権
の
譲
渡
を
可
能
と
し）（（
（

、
併
せ
て
登
録
制
度
に
よ
る
対
抗
要
件
の
具

備
（
Ｐ
Ｆ
Ｉ
法
第
二
七
条
）
を
通
じ
て
、
運
営
権
の
安
定
的
な
譲
渡
シ
ス
テ
ム
を
構
築
す
る
こ
と
に
よ
り
、
公
共
サ
ー
ビ
ス
の
安
定

的
な
維
持
を
可
能
に
す
る
こ
と
に
存
す
る
と
解
さ
れ
て
い
る）（（
（

。

（
２
）　

公
共
施
設
等
運
営
権
の
意
義

　

公
共
施
設
等
運
営
権
の
意
義
は
、
第
一
に
は
、
同
権
利
が
「
活
用
（exploitation

）」
を
内
容
と
す
る
と
い
う
点
と
、
第
二
に
は
、

同
権
利
に
「
み
な
し
物
権
」
と
し
て
の
性
質
が
付
与
さ
れ
て
い
る
点
の
二
点
に
存
す
る
。

　
「
み
な
し
物
権
」
と
し
て
の
性
質
で
あ
る
が
、
物
権
法
定
主
義
と
の
関
係
で
、
新
た
な
物
権
の
創
設
の
た
め
に
は
法
律
に
よ
る
定

め
が
必
要
と
な
る
が
（
民
法
第
一
七
五
条
）、
行
政
法
規
（
業
法
）
に
よ
る
例
と
し
て
は
、
採
石
権
（
採
石
法
）
を
物
権
と
す
る
他
、

漁
業
権
（
漁
業
法
）、
鉱
業
権
（
鉱
業
法
）、
ダ
ム
使
用
権
（
特
定
多
目
的
ダ
ム
法
）
が
先
例
と
し
て
存
す
る
。

　
「
公
共
施
設
等
運
営
権
」
は
、
公
的
主
体
が
有
す
る
公
共
施
設
の
所
有
権
に
基
づ
き
、
公
共
施
設
を
処
分
す
る
権
能
は
な
い
も
の

の
、
公
共
施
設
を
利
用
す
る
（
運
営
す
る
）
権
利
お
よ
び
果
実
（
利
用
料
金
）
を
収
受
す
る
権
能
を
包
含
す
る
も
の
で
あ
り
、「
用
益

物
権
」
に
類
似
す
る
性
格
を
有
し
て
い
る
と
の
分
析
が
な
さ
れ
て
い
る
が）（（
（

、
本
稿
の
考
察
か
ら
す
る
と
、
ま
さ
し
く
「
積
極
的
な
利

益
享
受
（jouissance active

）」
を
意
味
す
る
「
活
用
（exploitation

）」
を
内
容
と
す
る
物
権
を
正
面
か
ら
認
め
た
画
期
的
な
例
と

位
置
づ
け
る
こ
と
が
で
き
よ
う
。

　

先
例
と
し
て
の
漁
業
権
（
漁
業
法
）、
鉱
業
権
（
鉱
業
法
）、
ダ
ム
使
用
権
（
特
定
多
目
的
ダ
ム
法
）
も
同
様
の
性
質
を
有
す
る
。
た

と
え
ば
、
漁
業
権
は
、「
漁
業
」
と
い
う
事
業
（
水
産
動
植
物
の
採
捕
又
は
養
殖
の
事
業
）
を
営
む
権
利
で
あ
り
、
漁
業
者
の
運
用
に

よ
っ
て
公
共
の
用
に
供
す
る
水
面
で
あ
る
漁
場
を
総
合
的
に
利
用
す
る
権
利
で
あ
る
（
漁
業
法
第
一
条
、
第
二
条
第
一
項
、
第
六
条
）。

漁
業
権
は
、
物
権
と
み
な
さ
れ
、
土
地
に
関
す
る
規
定
を
準
用
さ
れ
（
同
法
第
二
三
条
）、
抵
当
権
の
設
定
も
可
能
と
な
る
（
同
法
第
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二
四
条）

（（
（

）。
ま
さ
し
く
、
公
共
施
設
等
運
営
権
と
同
様
に
、「
活
用
（exploitation

）」
を
目
的
と
し
た
用
益
物
権
の
性
質
を
有
す
る
物

権
の
設
定
を
認
め
る
も
の
と
し
て
整
理
す
る
こ
と
が
可
能
で
あ
る
。

　

今
後
は
、「
公
共
施
設
等
運
営
権
」
の
導
入
を
契
機
と
し
て
、
フ
ラ
ン
ス
に
お
け
る
用
益
権
と
対
比
し
つ
つ
、
わ
が
国
に
お
い
て

も
、
一
般
法
で
あ
る
民
法
の
中
で
、
物
権
法
の
再
構
成
を
検
討
す
る
こ
と
が
課
題
と
な
る
で
あ
ろ
う
。

四　

む
す
び
に
代
え
て
―
―
「
権
能
の
束
」
と
し
て
の
所
有
権
と
他
物
権

　

財
お
よ
び
そ
の
活
用
の
多
様
化
は
、
財
の
も
た
ら
す
「
効
用
」
の
分
配
と
い
う
視
角
か
ら
、「
所
有
権
」
論
自
体
の
見
直
し
を
促

し
て
い
る
。

　

そ
も
そ
も
「
所
有
権
」
概
念
自
体
が
歴
史
的
な
産
物
で
あ
る
。
中
世
ロ
ー
マ
法
学
（
バ
ル
ト
ロ
ス
）
は
、
所
有
を
三
つ
の
権
能

（usus, fructus, abusus

）
に
よ
っ
て
定
義
す
る
よ
う
に
な
り
、dom

inium
 

を
権
能
の
意
味
で
用
い
て
、
分
益
小
作
人
等
の
土
地
保

有
者
の
権
利
をdom

inium
 utile

（
い
わ
ゆ
る
下
級
所
有
権
）
と
呼
ん
だ
。dom

inium

は
、
い
わ
ば
「
権
能
の
束
」
と
し
て
の
所
有

権
で
あ
り
、
そ
こ
か
ら
封
建
社
会
の
土
地
制
度
を
基
礎
付
け
る
「
分
割
所
有
権
」（propriété divisée, dém

em
brem

ent

）
や
「
同

時
併
存
的
所
有
権
」（propriétés sim

ultanées, saisine

）
な
ど
の
重
層
的
所
有
権
概
念
が
導
か
れ
た
。
こ
れ
ら
は
、
法
思
想
的
に

は
、
近
代
的
所
有
権
論
に
よ
っ
て
一
掃
さ
れ
る
こ
と
に
な
る
が
、
逆
に
、
現
代
社
会
に
お
け
る
財
の
多
様
化
に
対
応
す
る
こ
と
が
可

能
な
法
技
術
的
契
機
を
内
包
し
て
お
り
、
用
益
権
や
信
託
な
ど
財
産
管
理
の
局
面
を
中
心
に
、
財
の
も
た
ら
す
「
効
用
」
の
分
配
と

い
う
視
点
か
ら
、
再
評
価
の
兆
し
が
あ
る）（（
（

。

　

財
お
よ
び
そ
の
活
用
の
多
様
化
は
、
所
有
権
に
つ
き
「
権
能
の
束
」
と
し
て
の
側
面
を
再
認
識
さ
せ
る
と
同
時
に
、
効
用
の
分
配

と
い
う
視
角
か
ら
、「
権
能
」
の
再
整
理
・
再
類
型
化
を
促
し
て
い
る
。



（（

法学研究 88 巻 1 号（2015：1）
　

第
一
に
は
、
現
代
取
引
社
会
の
ニ
ー
ズ
と
し
て
、「
活
用
（exploitation

）」
や
「
運
用
（valorisation

）」
な
ど
、
法
主
体
が
資
産

に
労
働
や
ノ
ウ
ハ
ウ
な
ど
を
加
え
て
積
極
的
に
行
う
価
値
増
殖
行
為
を
法
的
に
保
障
す
る
た
め
の
新
た
な
「
権
能
」
論
の
構
築
が
求

め
ら
れ
て
い
る
。
フ
ラ
ン
ス
に
お
い
て
、「
利
益
享
受
（jouissance

）」
に
つ
き
、「
消
極
的
利
益
享
受
（jouissance passive

）」
と

「
積
極
的
利
益
享
受
（jouissance active

）」
を
区
別
し
、
後
者
に
よ
っ
て
、「exploitation

（
活
用
）」
概
念
を
物
権
法
の
中
に
導
入

す
べ
き
と
主
張
す
る
ル
・
フ
ュ
ー
ル
の
有
力
学
説
は
そ
の
試
み
の
一
つ
と
し
て
位
置
づ
け
る
こ
と
が
可
能
で
あ
る
。
以
上
の
点
か
ら
、

ま
ず
は
、
古
典
的
な
「
権
能
」
三
分
論
（
使
用
・
収
益
・
処
分
）
の
再
構
成
が
検
討
さ
れ
る
べ
き
で
あ
る
。

　

第
二
に
は
、
媒
体
と
し
て
の
有
体
物
所
有
権
の
存
在
を
必
ず
し
も
前
提
と
し
な
い
知
的
財
産
権
、
構
成
要
素
た
る
個
物
の
所
有
権

を
超
え
て
用
益
権
や
担
保
権
が
観
念
さ
れ
る
財
の
集
合
的
把
握
、
私
的
な
所
有
権
が
観
念
さ
れ
な
い
公
共
用
水
面
（
公
共
の
用
に
供

す
る
水
面
）
に
つ
い
て
設
定
さ
れ
る
漁
業
権
な
ど
を
想
定
す
る
と
、「
活
用
」
や
「
運
用
」
の
法
的
保
障
の
た
め
に
は
、
経
済
的
一

体
性
の
あ
る
「
財
」
に
つ
い
て
、
そ
れ
に
応
じ
た
「
権
能
」
の
束
と
し
て
の
「
物
権
」
を
認
め
る
こ
と
が
有
益
で
あ
り）（（
（

、
そ
れ
は
既

存
の
所
有
権
を
前
提
と
す
る
「
制
限
物
権
」
に
限
ら
ず
、
所
有
権
の
枠
を
超
え
た
「
他
物
権
」
と
し
て
構
成
さ
れ
る
べ
き
で
あ
ろ
う）（（
（

。

　

前
稿
に
お
い
て
も
指
摘
し
た
と
お
り）（（
（

、
法
（
秩
序
）
の
目
的
は
、「
各
人
に
各
人
の
モ
ノ
を
与
え
よ
」
と
の
命
題
に
よ
っ
て
示
さ

れ
、
長
ら
く
、
富
の
分
配
は
、「
物
権
法
」
に
お
い
て
、「
物
」
の
分
配
（
先
占
・
加
工
を
中
心
と
す
る
原
始
取
得
と
交
換
に
よ
る
承
継

取
得
）
を
秩
序
化
す
る
こ
と
に
よ
り
な
さ
れ
て
き
た
が
、
財
お
よ
び
そ
の
活
用
の
多
様
化
が
進
行
し
た
現
代
取
引
社
会
に
お
い
て
は
、

多
様
な
「
財
」
に
よ
っ
て
も
た
ら
さ
れ
る
「
効
用
」
の
分
配
を
秩
序
化
す
る
こ
と
が
求
め
ら
れ
て
い
る
。
そ
こ
に
、
財
産
法
に
お
け

る
「
権
能
」
論
の
今
日
的
な
意
義
が
存
す
る
の
で
は
な
い
だ
ろ
う
か
。

（
1
）　

フ
ラ
ン
ス
私
法
に
お
い
て
、
資
産
や
財
産
を
め
ぐ
っ
て
、「exploitation
」
な
る
概
念
が
広
く
用
い
ら
れ
て
い
る
（
片
山
直
也
「
財

産
―bien 

お
よ
び patrim

oine

」
北
村
一
郎
編
『
フ
ラ
ン
ス
民
法
典
の
２
０
０
年
』（
有
斐
閣
・
二
〇
〇
六
年
）
一
八
四
頁
参
照
）。
き
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わ
め
て
多
義
的
な
用
語
で
あ
る
が
、
た
と
え
ば
、
営
業
財
産
（fonds de com

m
erce

）
の
「exploitation

」
と
い
う
と
き
、
商
人
が

営
業
財
産
を
用
い
て
事
業
を
営
む
こ
と
を
指
す
の
で
、「
経
営
」
や
「
活
用
」
と
い
う
訳
語
が
当
て
は
ま
る
で
あ
ろ
う
。
ま
た
、
知
的
所

有
権
（propriété intellectuelle

）
に
つ
い
て
「exploitation

」
と
い
う
と
き
は
、
著
作
権
の
「
利
用
」
や
特
許
権
の
「
実
施
」
を
指

す
。
さ
ら
に
、
金
融
資
産
に
お
け
る
「
運
用
」、
本
稿
で
取
り
上
げ
る
わ
が
国
の
公
共
施
設
等
運
営
権
に
お
け
る
「
運
営
」
も
、
フ
ラ
ン

ス
法
の
「exploitation

」
概
念
に
包
摂
さ
れ
る
と
思
わ
れ
る
。
訳
語
の
統
一
は
困
難
を
極
め
る
が
、
本
稿
で
は
、
も
っ
と
も
包
括
的
な

訳
語
と
し
て
「
活
用
」
を
あ
て
、
原
語
を
付
し
て
「
活
用
（exploitation

）」
と
表
記
し
つ
つ
、
適
宜
、「
経
営
」、「
利
用
・
実
施
」
な

ど
の
訳
語
を
使
い
分
け
る
こ
と
と
し
た
い
。

（
2
）　

日
本
私
法
学
会
シ
ン
ポ
ジ
ウ
ム
の
資
料
と
し
て
、
片
山
直
也
「
財
の
集
合
的
把
握
と
財
の
法
」
Ｎ
Ｂ
Ｌ
一
〇
三
〇
号
（
二
〇
一
四

年
）
四
六
頁
以
下
参
照
。
同
資
料
は
、
吉
田
克
己
＝
片
山
直
也
編
『
財
の
多
様
化
と
民
法
学
』（
商
事
法
務
・
二
〇
一
四
年
）
一
二
三
頁

以
下
に
再
録
さ
れ
て
い
る
。

（
3
）　Le Fur (A

.-V
.), Lʼacte dʼexploitation de la chose dʼautrui, R

T
D

 civ., 200（, pp. （29 et s.

（
（
）　
「
民
間
資
金
等
の
活
用
に
よ
る
公
共
施
設
等
の
整
備
等
の
促
進
に
関
す
る
法
律
」（
い
わ
ゆ
る
Ｐ
Ｆ
Ｉ
（Private F

inance 
Initiative

）
法
）
の
平
成
二
三
年
改
正
法
（
改
正
Ｐ
Ｆ
Ｉ
法
）
に
よ
っ
て
導
入
さ
れ
た
「
公
共
施
設
等
運
営
権
」
制
度
（
い
わ
ゆ
る
「
コ

ン
セ
ッ
シ
ョ
ン
方
式
」）
を
指
す
。

（
5
）　Le Fur, op.cit., p. （29, note (2).

（
（
）　Id., op.cit., pp. （29-（30.

（
（
）　

農
業
と
い
う
事
業
の
た
め
の
事
業
用
固
定
資
産
の
付
加
と
い
う
点
か
ら
は
、
こ
こ
で
のexploitation

に
は
「
経
営
」
と
い
う
意
味

が
強
く
含
意
さ
れ
て
い
る
と
推
察
さ
れ
る
（
法
務
大
臣
官
房
司
法
法
制
調
査
部
編
『
フ
ラ
ン
ス
民
法
典
―
物
権
・
債
権
関
係
』（
法
曹

会
・
一
九
八
二
年
）
二
頁
は
「
経
営
」
と
訳
出
し
て
い
る
）
が
、
財
の
区
別
に
関
す
る
規
定
で
あ
り
、「
そ
の
土
地
の
（de ce fonds

）」

と
の
形
容
句
と
の
関
係
か
ら
、
本
稿
で
は
「
活
用
」
と
訳
出
し
て
お
い
た
。

（
8
）　Cass. 3

e civ., 5 m
ai 1981, n

o （9-159（（, Bull. civ. III, n
o 89 ; Cass. civ., 2（ janv. 1912, D

P 1913, 1, p. 33（ ; etc.

（
9
）　D

ross (W
.), D

roit civil, Les choses, 2012, LGD
J, n

os （1（ et s., pp. （（3 et s.

（
10
）　

片
山
・
前
掲
「
財
の
集
合
的
把
握
と
財
の
法
」
四
八
頁
参
照
。
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（
11
）　

福
井
守
『
営
業
財
産
の
法
的
研
究
』（
成
文
堂
・
一
九
七
三
年
）、
古
田
龍
夫
『
企
業
の
法
律
概
念
の
研
究
』（
法
律
文
化
社
・
一
九

八
七
年
）
ほ
か
。

（
12
）　Cf. ex. Sorbier (M

.), La clientète com
m

erciale : cession, location et partage, 2003, LʼH
erm

attan.
（
13
）　Cf. ex. Lem

eunier (F.), Fonds de com
m

erce, A
chat et vente, E

xploitation et gérance, 1（
e éd., 200（, D

elm
as, n

o 
108, p. 13, n

o 13（, p. 2（ ; D
elpech (X

.), Fonds de com
m

erce, A
chat, V

ente, E
xploitation, G

érance, É
valuation, E

IR
L, 

18
e éd., 2011/2012, D

elm
as, n

os 02.11 et s., pp. 20 et s., n
os 11.11 et s., pp. 58 et s. ; etc.

（
1（
）　Cf. ex. Lem

eunier, op.cit., n
os 1201 et s, pp. 1（9 et s. ; D

elpech, op.cit., n
os 101.11 et s., pp. 3（0 et s. ; etc.

（
15
）　Civ. 1

re, （ juin 1995, n
o 93-18222 ; D

. 1995, 5（0 ; Civ. 1
re, 3 juillet 199（, n

o 9（-183（1 ; D
. 199（, 531.

（
1（
）　Cf. ex. Zenati-Castaing (Fr.) et Revet (T

h.), Les biens, 3
e éd., 2008, PU

F, n
os 5（ et s., pp. 100 et s. ; Rezek (St.), 

A
chat et vente de fonds de com

m
erce, 5

e éd., 2012, LexisN
exis, n

os 38 et s., pp. 23 et s. ; 105
e Congrès des N

otaires de 
France, Propriété incorporelles de lʼentreprise, 2009 ; etc.

（
1（
）　
「
農
業
経
営
（exploitation agricole

）」
お
よ
び
「
農
業
財
産
（fonds agricole

）」
に
つ
い
て
は
、
以
下
が
詳
し
い
。cf. ex. 

Clerget (E.) et Gasselin (C.), Le fonds agricole, Le tem
ps de la clarification, in 105

e Congrès des N
otaires de France, 

op.cit., pp. 333 et s. ; etc.

（
18
）　Cf. ex. D

ross, op.cit., n
os （（2 et s., 8（8 et s. ; Berlioz (P.), D

roit des biens, 201（, Ellipses, n
os （10 et s., pp. （33 et s. ; 

Pollaud-D
ulian (Fr.), D

roit de la propriété industrielle, 1999, M
ontchrestien, n

os 13 et s., pp. （ et s. ; T
afforeau (P.), 

D
roit de la propriété intellectuelle, 2

e éd., 200（, Gualino éditeur, n
os 32 et s., pp. （3 et s. ; etc.

（
19
）　Cf. ex. Pollaud-D

ulian, op.cit., n
o 25, pp. 11-12 ; D

ross, op.cit., n
os （（（, （（（-1 et （（（-2, pp. 852-85（ ; M

alaurie (Ph.) 
et A

ynès (L.), D
roit civil, Les biens, 5

e éd., 2013, D
efrénois, n

o 209, pp. （（-（（ ; etc. 

（
20
）　Roubier (P.), D

roits intellectuels ou droits de clientèle, R
T

D
 civ., 1935, pp. 292-295. 

わ
が
国
の
最
高
裁
判
決
は
、
い

わ
ゆ
る
「
パ
ブ
リ
シ
テ
ィ
ー
権
」
に
つ
い
て
、「
顧
客
吸
引
力
」
と
い
う
概
念
を
用
い
て
、「（
肖
像
等
の
）
顧
客
吸
引
力
を
排
他
的
に
利

用
す
る
権
利
」
と
定
義
す
る
が
（
最
判
平
成
二
四
年
二
月
二
日
民
集
六
六
巻
二
号
八
九
頁
な
ど
参
照
）、
同
概
念
の
法
的
意
義
に
つ
い
て

も
同
一
の
側
面
か
ら
論
じ
る
こ
と
が
可
能
で
あ
ろ
う
。
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（
21
）　Cf. ex. Roubier, op.cit., pp. 295-298 ; Pollaud-D

ulian, op.cit., n
os 19-20, p. 9. 
（
22
）　M

arino (L.), D
roit de la propriété intellectuelle, 2013, PU

F, p. （9, n
o 35, pp. 80-82.

（
23
）　V

oirin (P.), La com
position des fortunes m

odernes au point de vue juridique, R
ev. gén. droit, 1930, pp. 103 et 

s. ; Roubier, op.cit., pp. 251 et s.

（
2（
）　Cf. ex. Ripert (G.) et Boulanger (J.), T

raité de droit civil dʼaprès le T
raité de Planiol, t. II : O

bligations (Contrat-
R

esponsabilité), D
roits réels (Biens-Propriété), 195（, n

os 28（1 et s., p. 99（ ; Zenati-Castaing (Fr.) et Revet (T
h.), op.cit., 

n
os 53 et s., pp. 99 et s. ; T

afforeau, op.cit., n
os 19-20, n

os 1（ et 18, pp. 28 et 30 ; Catala (P.), La transform
ation du 

patrim
oine dans le droit civil m

oderne (19（（), n
o 19, p. 25 ; do, Lʼévolution contem

poraine du droit des biens, 
Exposé de synthèse (1991), n

o 21, p. （（, in Fam
ille et patrim

oine, 2000, PU
F ; 

片
山
・
前
掲
「
財
産
─bien

お
よ
び

patrim
oine

」
一
八
九
頁
な
ど
参
照
。

（
25
）　

片
山
・
前
掲
「
財
産
─bien
お
よ
びpatrim

oine

」
一
七
八
頁
以
下
参
照
。

（
2（
）　

こ
の
点
に
関
し
て
、「
生
産
財
に
対
す
る
権
利
の
発
生
の
構
造
」
と
い
う
視
角
か
ら
、
土
地
所
有
権
と
無
体
財
産
権
を
対
比
す
る
加

藤
雅
信
『「
所
有
権
」
の
誕
生
』（
三
省
堂
・
二
〇
〇
一
年
）
に
注
目
す
べ
き
で
あ
る
。
同
書
は
、「
生
産
財
に
か
ん
し
て
は
、
所
有
権
の

機
能
は
、
物
の
使
用
権
能
の
私
的
独
占
に
加
え
て
、
そ
の
生
産
財
に
対
す
る
資
本
投
下
を
保
護
し
、
資
本
投
下
に
イ
ン
セ
ン
テ
ィ
ブ
を
与

え
る
こ
と
に
よ
っ
て
、
資
本
投
下
者
個
人
を
保
護
す
る
と
と
も
に
、
社
会
全
体
の
生
産
力
の
増
強
を
は
か
る
こ
と
に
あ
っ
た
」（
一
六
八

頁
）
と
し
、「
無
体
財
産
権
は
一
般
に
は
生
産
財
と
し
て
の
性
格
が
強
い
の
で
、
生
産
財
と
し
て
の
土
地
所
有
権
の
発
生
と
同
じ
社
会
的

な
構
造
を
も
っ
て
い
る
」（
一
七
五
頁
）
と
分
析
し
て
い
る
。

（
2（
）　

知
的
財
産
法
の
分
野
で
は
、
知
的
財
産
法
（
権
）
の
特
徴
と
し
て
、「
知
的
創
作
物
の
利
用
と
い
っ
て
も
、
人
の
利
用
行
為
と
は
独

立
し
て
、
利
用
行
為
の
客
体
と
な
る
知
的
創
作
物
な
い
し
知
的
財
産
と
い
う
も
の
が
存
在
す
る
わ
け
で
は
な
く
、
知
的
財
産
権
は
あ
く
ま

で
人
の
利
用
行
為
を
規
制
す
る
特
権
で
し
か
な
い
…
」
と
い
う
点
が
指
摘
さ
れ
て
い
る
（
田
村
善
之
『
知
的
財
産
法
（
第
五
版
）』（
有
斐

閣
・
二
〇
一
〇
年
）
八
頁
な
ど
参
照
）。

（
28
）　

集
合
的
把
握
に
関
連
し
て
、
片
山
・
前
掲
「
財
の
集
合
的
把
握
と
財
の
法
」
五
六
頁
参
照
。

（
29
）　Cf. ex. M

arino, op.cit., p. 80 ; n
os 3（ et s., pp. 83 et s. ; Binctin (N

.), D
roit de la propriété intellectuelle, 3

e éd., 201（, 
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J, n
os 9（2 et s., pp. 5（1 et s. ; etc.

（
30
）　Cuif (P.-Fr.) , Le contrat de gestion, 200（, Econom

ica, pp. 9-11.
（
31
）　Cuif, op.cit., n

o （50, p. 51（.
（
32
）　Cf. ex. Lem

eunier, op.cit., n
o 1201 p. 151 ; D

elpech, op.cit., n
os 101.15 et s., pp. 3（1-3（2 ; etc.

（
33
）　

な
お
フ
ラ
ン
ス
民
法
典
五
四
四
条
は
、「
所
有
権
は
、
…
物
を
享
受
し
処
分
す
る
権
利
で
あ
る
（La propriété est le droit de 

jouir et disposer des choses

…
）」
と
規
定
し
、「
使
用
（usus

）」
と
「
収
益
（fructus

）」
を
併
せ
て
、jouissance 

と
し
て
、

disposition (abusus)

と
対
置
す
る
二
分
法
を
用
い
て
い
る
。
本
稿
で
は
、
使
用
・
収
益
を
含
め
たjouissance 

概
念
を
「
利
益
享
受
」

と
訳
出
し
て
お
く
（
同
訳
語
に
つ
き
、
森
田
宏
樹
「
財
の
無
体
化
と
財
の
法
」
Ｎ
Ｂ
Ｌ
一
〇
三
〇
号
（
二
〇
一
四
年
）
四
一
︲
四
二
頁
参
照
）。

（
3（
）　Le Fur, op.cit., p. （30, note (（).

（
35
）　Boissonade (G.), Projet de Code civil pour lʼE

m
pire du Japon accom

pagné dʼun com
m

entaire, t. III, 1888, n
o （50, 

p. 903.

　
　
　
【
旧
民
法
財
産
取
得
編
第
二
三
二
条
二
項
】

　

総
理
代
理
ハ
為
ス
可
キ
行
為
ノ
限
定
ナ
キ
代
理
ニ
シ
テ
委
任
者
ノ
資
産
ノ
管
理
ノ
行
為
（les actes dʼadm

inistration du 
patrim

oine

）
ノ
ミ
ヲ
包
含
ス

（
3（
）　
【
甲
号
議
案
第
一
〇
五
条
】（
現
行
民
法
第
一
〇
三
条
の
草
案
）

　
　
　
　

代
理
ノ
範
囲
ニ
付
キ
別
段
ノ
定
メ
ナ
キ
ト
キ
ハ
代
理
人
ハ
管
理
行
為
ノ
ミ
ヲ
為
ス
権
限
ヲ
有
ス

　

財
産
ノ
保
存
、
改
良
又
ハ
利
用
ノ
為
メ
ニ
ス
ル
行
為
ニ
シ
テ
権
利
ヲ
喪
失
セ
シ
ム
ル
ニ
至
ラ
サ
ル
モ
ノ
ハ
之
ヲ
管
理
行
為
ト
ス

但
果
実
又
ハ
損
敗
シ
易
キ
者
（
マ
マ
）
ヲ
有
価
ニ
処
分
ス
ル
ハ
此
限
ニ
在
ラ
ス

（
3（
）　

片
山
直
也
『
詐
害
行
為
の
基
礎
理
論
』（
慶
應
義
塾
大
学
出
版
会
・
二
〇
一
一
年
）
一
五
〇
頁
以
下
、
二
〇
二
頁
以
下
参
照
。

（
38
）　V

erdot (R.), D
e lʼinfluence du facteur économ

ique sur la qualification des actes «dʼadm
inistration» et des actes 

de «disposition», R
T

D
 civ., 19（8, n

os 1 et s., pp. （（9 et s. 
管
理
行
為
と
し
て
の
賃
貸
借
と
処
分
行
為
と
し
て
の
賃
貸
借
の
区
別

に
つ
き
、
片
山
・
前
掲
『
詐
害
行
為
の
基
礎
理
論
』
一
一
六
頁
以
下
参
照
。

（
39
）　Carbonnier (J.), D

roit civil, T
om

e 1, coll. « Q
uadrige M

anuels », 200（, PU
F, n

o 29（, p. 55（ ; n
o 29（, p. 551.
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（
（0
）　Le Code civil français, É

volution des textes depuis 1804, 2000, Sirey, p. 2（1.
（
（1
）　Cf. ex. Zenati-Castaing et Revet, op.cit., n

o 38（, p. 5（5. 
（
（2
）　Le Fur, op.cit., p. （30.

（
（3
）　Id., pp. （（0-（（1.

（
（（
）　Id., pp. （29, （（0.

ブ
ラ
ン
リ
ュ
エ
（G. Blanluet

）
は
、
租
税
法
の
観
点
か
ら
、
所
有
者
以
外
の
者
が
財
か
ら
価
値
を
引
き
出
す

態
様
と
し
て
、「
消
極
的
利
益
享
受
（jouissance passive

）」
と
「
積
極
的
活
用
（exploitation active

）」
を
分
け
て
分
析
す
る

（cf. Blanluet (G.), E
ssai sur la notion de propriété économ

ique en droit privé français, recherches au confluent du 
droit fiscal et du droit civil, 1999, LGD

J, n
os 1（0 et s., pp. 125 et s.

）。

（
（5
）　Le Fur, op. cit., p. （3（.

（
（（
）　

ケ
ベ
ッ
ク
民
法
典　

第
七
章　

他
人
の
財
産
の
管
理
（D

e lʼadm
inistration du bien dʼautrui

）

　
　
【
第
一
三
〇
一
条
】

　

単
純
管
理
（sim

ple adm
inistration

）
を
な
す
義
務
を
負
う
者
は
、
財
産
の
保
存
に
必
要
な
す
べ
て
の
行
為
（tous les actes 

nécessaires à la conservation du bien

）、
又
は
財
産
が
通
常
の
用
途
を
維
持
す
る
た
め
に
有
益
な
す
べ
て
の
行
為
（ceux qui 

sont utiles pour m
aintenir lʼusage auquel le bien est norm

alem
ent destiné

）
を
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

　
　
【
第
一
三
〇
六
条
】

　

完
全
管
理
（la pleine adm

inistration

）
を
な
す
義
務
を
負
う
者
は
、
財
産
を
保
存
し
且
つ
収
益
を
挙
げ
（conserver et faire 

fructifier le bien

）、
資
産
を
増
大
さ
せ
（croître le patrim

oine

）、
又
は
受
益
者
の
利
益
若
し
く
は
信
託
の
目
的
の
追
求
が
そ
れ

を
要
求
す
る
と
き
に
は
、
そ
の
充
当
目
的
（affectation
）
を
実
現
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

（
（（
）　

カ
ン
タ
ン
・
キ
ュ
マ
ン
は
、
他
人
の
財
産
管
理
が
、
財
産
権
の
行
使
（lʼexercice de droits patrim

oniaux

）
で
は
な
く
、
権
限

の
行
使
（lʼexercice de pouvoirs

）
で
あ
る
こ
と
か
ら
、
財
産
（
物
権
）
編
に
規
定
を
置
く
こ
と
に
は
批
判
的
で
あ
る
（Cum

yn (C.), 
D

e lʼadm
inistration du bien dʼautrui, 3.C.P. du N

., 1988, p. 313, cité par Lauzon (G.), Lʼadm
inistration du bien 

dʼautrui dans le contexte du nouveau Code civil du Q
uébec, 2（ R

.G
.D

. 10（-133, 1993, p. 110

）。

（
（8
）　

ま
た
、
フ
ラ
ン
ス
に
お
い
て
は
、
知
的
所
有
権
に
つ
い
て
、
そ
れ
が
、
①
負
担
（charge

）
を
伴
う
点
、
②
客
体
か
ら
あ
る
特
定
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の
効
用
（une utilité pariticulière

）
の
み
を
引
き
出
す
点
、
②
永
久
的
で
は
な
く
消
滅
が
予
定
さ
れ
て
い
る
点
、
③
負
担
が
原
則
と

し
て
承
継
さ
れ
る
点
な
ど
か
ら
、
そ
の
モ
デ
ル
は
、
所
有
権
で
は
な
く
、「
物
権
（droit réel

）」
に
あ
る
と
し
て
、
知
的
所
有
権
の
一

般
法
（droit com

m
un

）
を
、
財
の
法
（droit des biens

）
の
中
に
見
出
す
こ
と
を
主
張
す
る
有
力
説
が
存
す
る
（Caron (Ch.), D

u 
droit des biens en tant que droit com

m
un de la propriété intellectuelle, JCP 200（, I, 1（2, pp. 1（23 et s. ; v. aussi, 

Berlioz, op.cit., n
os （15 et s., pp. （（0 et s.

）。

（
（9
）　M

alaurie et A
ynès, op.cit., n

o 802, pp. 2（1-2（2 ; n
o 81（, pp. 2（9-2（0.

（
50
）　

破
毀
院
の
判
例
（
バ
イ
レ
判
決
）
は
、
有
価
証
券
ポ
ー
ト
フ
ォ
リ
オ
を
「
事
実
上
の
包
括
体
」
と
性
質
決
定
し
、
そ
の
用
益
権
者
が
、

補
塡
す
る
こ
と
を
条
件
に
構
成
要
素
を
処
分
で
き
る
こ
と
を
帰
結
し
た
（lʼarrêt Baylet, Civ 1

re, 12 nov. 1998, Bull. civ. I, n
o 315. 

同
判
決
に
つ
き
、
松
川
正
毅
他
編
『
判
例
に
み
る
フ
ラ
ン
ス
民
法
の
軌
跡
』（
法
律
文
化
社
・
二
〇
一
二
年
）
七
五
頁
以
下
【
原
恵
美
】

参
照
）。

（
51
）　

原
恵
美
「
用
益
権
の
現
代
的
意
義
」
吉
田
＝
片
山
編
・
前
掲
『
財
の
多
様
化
と
民
法
学
』
六
〇
〇
頁
参
照
。「
動
的
管
理
（gestion 

dynam
ique

）」
に
つ
き
、cf. D

ross, op.cit., n
o （25, p. （85.　

　

ち
な
み
に
、
ペ
リ
ネ
＝
マ
ル
ケ
物
権
法
改
正
草
案
は
、
用
益
権
に
よ
る
「
動
的
管
理
」
を
可
能
と
す
る
た
め
に
、
以
下
の
よ
う
な
規

定
の
提
案
を
な
し
て
い
る
（Proposition de lʼA

ssociation H
enri Capitant pour une réform

e du droit des biens, sous la 
dir. dʼH

ugues Périnet-M
arquet, 2009, Litec, pp. 129, 132 et 133

）。

　
【
第
五
八
四
条
】

　

果
実
は
、
用
益
権
者
に
帰
属
す
る
が
、
産
出
物
（produits

）
は
所
有
者
に
帰
属
す
る
。

　

し
か
し
な
が
ら
、
用
益
以
前
に
開
始
さ
れ
、
か
つ
、
同
様
の
方
法
に
よ
っ
て
行
わ
れ
る
活
用
（exploitation

）
か
ら
生
じ
た
産
出

物
に
つ
い
て
は
、
そ
の
半
分
が
用
益
権
者
に
帰
属
す
る
。

　
【
第
五
九
六
条
】

　

用
益
権
者
は
、
用
益
権
の
終
了
時
に
、
同
量
か
つ
同
質
の
物
、
あ
る
い
は
、
返
還
の
日
に
お
け
る
価
値
を
所
有
者
に
返
還
す
る

（restituer

）
こ
と
を
負
担
し
、
自
由
に
消
費
物
（choses consom

ptibles
）
を
処
分
す
る
（disposer

）
こ
と
が
で
き
る
。

　
【
第
五
九
七
条
】



53

「活用（exploitation）」概念と「権能」論

　

設
定
行
為
に
お
い
て
、
あ
ら
ゆ
る
非
消
費
動
産
（tout bien m

euble non consom
ptible

） 

を
処
分
す
る
こ
と
を
用
益
権
者
に
許

与
す
る
こ
と
が
で
き
る
。
そ
こ
に
お
い
て
、
返
還
の
条
件
を
定
め
る
。
そ
の
定
め
が
な
い
場
合
、
用
益
権
者
は
、
同
量
か
つ
同
質
の

物
、
又
は
返
還
す
べ
き
日
の
価
値
を
返
還
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

　
【
第
六
〇
二
条
】

　

用
益
権
が
集
合
物
（ensem

ble

）
を
構
成
す
る
財
産
を
対
象
と
す
る
と
き
は
、
用
益
権
者
は
、
他
の
約
定
が
な
い
限
り
、
そ
の
各

構
成
部
分
（chacun de ces élém

ents

）
を
処
分
す
る
こ
と
（disposer

）
が
で
き
る
。
た
だ
し
、
そ
の
集
合
物
の
用
途

（destination
）
に
従
っ
て
補
塡
（rem

placer

）
を
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

　

権
利
が
消
滅
す
る
お
そ
れ
が
あ
る
場
合
、
用
益
権
者
は
、
集
合
物
の
用
途
の
変
更
を
裁
判
所
に
請
求
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

（
52
）　

福
田
隆
之
他
・
日
本
政
策
投
資
銀
行
Ｐ
Ｆ
Ｉ
チ
ー
ム
編
著
『
改
正
Ｐ
Ｆ
Ｉ
法
解
説
』（
東
洋
経
済
新
聞
社
・
二
〇
一
一
年
）
二
頁
、

八
︲
九
頁
、
三
八
︲
三
九
頁
な
ど
参
照
。

（
53
）　
「
公
共
施
設
等
運
営
権
」
制
度
の
ね
ら
い
は
、
①
民
間
事
業
者
の
自
由
度
を
高
め
、
民
間
事
業
者
に
と
っ
て
魅
力
あ
る
事
業
を
組
成

す
る
こ
と
、
②
金
融
機
関
か
ら
の
資
金
調
達
を
円
滑
に
す
る
こ
と
の
二
点
に
あ
る
と
さ
れ
る
（
倉
野
泰
行
＝
宮
沢
正
知
「
改
正
Ｐ
Ｆ
Ｉ
法

の
概
要
⑶
」
金
法
一
九
二
七
号
（
二
〇
一
一
年
）
一
二
五
頁
な
ど
参
照
）。

（
5（
）　

広
く
Ｐ
Ｆ
Ｉ
事
業
と
し
て
想
定
さ
れ
て
い
る
「
公
共
施
設
等
の
建
設
、
製
造
、
改
修
、
維
持
管
理
若
し
く
は
運
営
又
は
こ
れ
ら
に
関

す
る
企
画
」（
Ｐ
Ｆ
Ｉ
法
第
二
条
第
二
項
）
の
う
ち
、「
建
設
、
製
造
、
改
修
」
は
運
営
権
の
対
象
と
な
ら
な
い
。
後
述
の
よ
う
に
、
運
営

権
は
物
権
と
み
な
さ
れ
、
不
動
産
の
規
定
が
準
用
さ
れ
る
の
で
、
物
権
の
対
象
と
し
て
の
特
定
性
が
必
要
と
な
る
か
ら
で
あ
る
（
内
藤
滋

＝
宮
﨑
圭
生
＝
幸
田
浩
明
編
著
・
杉
本
幸
孝
監
修
『
Ｐ
Ｆ
Ｉ
の
法
務
と
実
務
（
第
二
版
）』（
金
融
財
政
事
情
研
究
会
・
二
〇
一
四
年
）
二

六
一
︲
二
六
二
頁
な
ど
参
照
）。

（
55
）　
【
Ｐ
Ｆ
Ｉ
法
第
二
四
条
】（
性
質
）

　

公
共
施
設
等
運
営
権
は
、
物
権
と
み
な
し
、
こ
の
法
律
に
別
段
の
定
め
が
あ
る
場
合
を
除
き
、
不
動
産
に
関
す
る
規
定
を
準
用

す
る
。

（
5（
）　

倉
野
泰
行
＝
宮
沢
正
知
「
改
正
Ｐ
Ｆ
Ｉ
法
の
概
要
⑷
」
金
法
一
九
二
八
号
（
二
〇
一
一
年
）
九
六
頁
、
内
藤
他
・
前
掲
『
Ｐ
Ｆ
Ｉ
の

法
務
と
実
務
（
第
二
版
）』
二
六
二
頁
な
ど
参
照
。
他
法
令
で
設
権
行
為
に
よ
り
物
権
が
設
定
さ
れ
る
例
と
し
て
、
漁
業
権
（
漁
業
法
）、
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鉱
業
権
（
鉱
業
法
）、
ダ
ム
使
用
権
（
特
定
多
目
的
ダ
ム
法
）
が
あ
る
。

（
5（
）　

倉
野
泰
行
＝
宮
沢
正
知
「
改
正
Ｐ
Ｆ
Ｉ
法
の
概
要
⑸
」
金
法
一
九
三
〇
号
（
二
〇
一
一
年
）
八
二
頁
、
内
藤
他
・
前
掲
『
Ｐ
Ｆ
Ｉ
の

法
務
と
実
務
（
第
二
版
）』
二
七
五
頁
な
ど
参
照
。

（
58
）　

運
営
権
が
行
政
処
分
で
あ
る
点
に
鑑
み
る
な
ら
ば
、
仮
に
人
的
要
素
に
着
目
し
て
行
政
処
分
が
行
わ
れ
た
な
ら
ば
、
処
分
を
受
け
た

地
位
の
承
継
を
認
め
る
こ
と
は
な
い
し
、
行
政
処
分
を
受
け
て
行
わ
れ
る
行
為
が
専
ら
私
的
な
経
済
活
動
で
あ
る
場
合
に
は
、
そ
の
経
営

が
行
き
詰
ま
っ
た
と
き
に
活
動
を
中
止
す
る
こ
と
は
公
的
な
観
点
か
ら
は
特
に
問
題
は
生
じ
な
い
と
こ
ろ
、
改
正
Ｐ
Ｆ
Ｉ
法
は
、
運
営
権

を
「
み
な
し
物
権
」
と
し
て
法
律
構
成
す
る
こ
と
に
よ
り
、
運
営
権
の
譲
渡
を
可
能
と
し
た
（
倉
野
＝
宮
沢
・
前
掲
「
改
正
Ｐ
Ｆ
Ｉ
法
の

概
要
⑸
」
八
一
頁
、
内
藤
他
・
前
掲
『
Ｐ
Ｆ
Ｉ
の
法
務
と
実
務
（
第
二
版
）』
二
七
九
頁
な
ど
参
照
）。

（
59
）　

倉
野
＝
宮
沢
・
前
掲
「
改
正
Ｐ
Ｆ
Ｉ
法
の
概
要
⑸
」
八
一
頁
な
ど
参
照
。

　
【
Ｐ
Ｆ
Ｉ
法
第
二
五
条
】（
権
利
の
目
的
）

　

公
共
施
設
等
運
営
権
は
、
法
人
の
合
併
そ
の
他
の
一
般
承
継
、
譲
渡
、
滞
納
処
分
、
強
制
執
行
、
仮
差
押
え
及
び
仮
処
分
並
び
に

抵
当
権
の
目
的
と
な
る
ほ
か
、
権
利
の
目
的
と
な
る
こ
と
が
で
き
な
い
。

（
（0
）　

倉
野
＝
宮
沢
・
前
掲
「
改
正
Ｐ
Ｆ
Ｉ
法
の
概
要
⑸
」
八
一
頁
な
ど
参
照
。

（
（1
）　

漁
業
法
の
関
連
規
定
は
以
下
の
と
お
り
で
あ
る
。

　
【
第
一
条
】（
こ
の
法
律
の
目
的
）

　

こ
の
法
律
は
、
漁
業
生
産
に
関
す
る
基
本
的
制
度
を
定
め
、
漁
業
者
及
び
漁
業
従
事
者
を
主
体
と
す
る
漁
業
調
整
機
構
の
運
用
に

よ
っ
て
水
面
を
総
合
的
に
利
用
し
、
も
つ
て
漁
業
生
産
力
を
発
展
さ
せ
、
あ
わ
せ
て
漁
業
の
民
主
化
を
図
る
こ
と
を
目
的
と
す
る
。

　
【
第
二
条
】（
定
義
）

　

①　

こ
の
法
律
に
お
い
て
「
漁
業
」
と
は
、
水
産
動
植
物
の
採
捕
又
は
養
殖
の
事
業
を
い
う
。

　

②　

こ
の
法
律
に
お
い
て
「
漁
業
者
」
と
は
、
漁
業
を
営
む
者
を
い
い
、「
漁
業
従
事
者
」
と
は
、
漁
業
者
の
た
め
に
水
産
動
植
物

の
採
捕
又
は
養
殖
に
従
事
す
る
者
を
い
う
。

　
【
第
六
条
】（
漁
業
権
の
定
義
）

　

①　

こ
の
法
律
に
お
い
て
「
漁
業
権
」
と
は
、
定
置
漁
業
権
、
区
画
漁
業
権
及
び
共
同
漁
業
権
を
い
う
。
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②　
「
定
置
漁
業
権
」
と
は
、
定
置
漁
業
を
営
む
権
利
を
い
い
、「
区
画
漁
業
権
」
と
は
、
区
画
漁
業
を
営
む
権
利
を
い
い
、「
共
同

漁
業
権
」
と
は
、
共
同
漁
業
を
営
む
権
利
を
い
う
。

　
【
第
二
三
条
】（
漁
業
権
の
性
質
）

　

①　

漁
業
権
は
、
物
権
と
み
な
し
、
土
地
に
関
す
る
規
定
を
準
用
す
る
。

　
【
第
二
四
条
】（
抵
当
権
の
設
定
）

　

①　

定
置
漁
業
権
又
は
区
画
漁
業
権
に
つ
い
て
抵
当
権
を
設
定
し
た
場
合
に
お
い
て
、
そ
の
漁
場
に
定
着
し
た
工
作
物
は
、
民
法

第
三
百
七
十
条
（
抵
当
権
の
効
力
の
及
ぶ
範
囲
）
の
規
定
の
準
用
に
関
し
て
は
、
漁
業
権
に
付
加
し
て
こ
れ
と
一
体
を
成
す
物

と
み
な
す
。
定
置
漁
業
権
又
は
区
画
漁
業
権
が
先
取
特
権
の
目
的
で
あ
る
場
合
も
、
同
様
と
す
る
。

（
（2
）　

ミ
カ
エ
ル
・
ク
シ
フ
ァ
ラ
ス
＝
薮
本
将
典
訳
「
現
代
所
有
権
理
論
に
見
る
道
具
的
・
ド
グ
マ
的
ア
プ
ロ
ー
チ
と
モ
デ
ル
化
」
慶
應
法

学
一
二
号
（
二
〇
〇
九
年
）
三
二
三
頁
以
下
な
ど
。
従
前
か
ら
、
い
わ
ゆ
る
「
新
た
な
所
有
権
」
概
念
（la notion de propriété 

nouvelle

）
と
し
て
、「
活
用
所
有
権
（propriété de lʼexploitation

）」
概
念
（Savatier (R.), Les m

étam
orphoses économ

iques 
et sociales du droit privé dʼaujourdʼhui, 3

e serie, A
pprofondissem

ent dʼun droit renouvelé, 1959, D
alloz, n

o （（9, p. 
122, n

os 5（1 et s., pp. 21（ et s. ; Ripert (G.), Les forces créatrices du droit, 1955, LGD
J, n

os 8（ et s., pp. 210 et s. ; 
T

héry (R.), D
e lʼutilisation à la propriété des choses, É

tudes R
ipert, 1950, t. II, 1950, LGD

J, pp. 1（ et s. ; O
urliac (P.), 

Propriété et exploitation : lʼévolution récente du droit rural, M
élanges M

arty, 19（8, U
niversité des Sciences Sociales 

de T
oulouse, pp. 881 et s.

）
な
ど
が
主
張
さ
れ
て
き
た
。
近
時
の
「《
経
済
的
》
所
有
権
（propriété «économ

ique»

）」
論
に
つ
い

て
は
、
後
注（
（（
）参
照
。

（
（3
）　

新
た
な
物
権
の
創
設
と
物
権
法
定
主
義
と
の
関
係
に
つ
き
、
平
野
裕
之
「
財
の
法
に
お
け
る
個
人
の
意
思
」
吉
田
＝
片
山
・
前
掲

『
財
の
多
様
化
と
民
法
学
』
一
八
〇
頁
以
下
な
ど
参
照
。

（
（（
）　

逆
説
的
で
は
あ
る
が
、
そ
の
点
に
お
い
て
も
、
近
時
、
フ
ラ
ン
ス
に
お
い
て
議
論
が
活
発
化
し
て
い
る
《
経
済
的
》
所
有
権

（propriété «économ
ique»

）
論
は
示
唆
に
富
む
（cf. ex. Rochfeld (J.), Les grandes notions du droit privé, 2

e éd., 2013, 
PU

F, pp. 31（-320. V
. aussi, Blanluet, op,cit., n

os 303 et s., pp. 19（ et s.
）。

（
（5
）　

片
山
・
前
掲
「
財
の
集
合
的
把
握
と
財
の
法
」
五
七
頁
参
照
。
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【
追
記
】
本
年
度
を
も
っ
て
、
池
田
真
朗
先
生
が
、
慶
應
義
塾
を
退
職
さ
れ
る
。
池
田
先
生
に
は
、
筆
者
が
、
一
九
八
一
年
、
池
田
研
究
会

第
二
期
生
と
し
て
入
ゼ
ミ
を
許
さ
れ
て
以
来
、
今
日
に
至
る
ま
で
三
〇
余
年
の
長
き
に
亘
っ
て
、
懇
切
丁
寧
な
ご
指
導
を
賜
っ
て
き
た
。

長
年
の
学
恩
に
報
い
る
に
は
、
甚
だ
不
十
分
な
論
稿
で
は
あ
る
が
、
感
謝
の
気
持
ち
を
込
め
て
、
ま
た
先
生
の
益
々
の
ご
活
躍
を
祈
念
し

て
、
本
稿
を
池
田
真
朗
先
生
に
捧
げ
た
い
。


